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はじめに 

このガイドラインは、本市における障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律（以下「法」という。）に基づく介護給付費等、地域相談支援給付費及び児童福祉法

に基づく障害児通所給付費等の支給決定に係るガイドラインとなっている。 

厚生労働省が示す「介護給付費等に係る支給決定事務等について」や厚生労働省が示す通

知、厚生労働省や県等が示すＱ＆Ａ（以下「取扱事務要領等」という。）に記載されているこ

とを基本に、取扱事務要領等以外で取り扱いを決めておく必要があるものをこのガイドライ

ンで示すようにしている。 

したがって、取扱事務要領等と読み合わせながら利用してください（まず、最初に取扱事

務要領等を確認し、その後に、このガイドラインを確認する。）。 

 

１．支給決定基準を定める目的 

市町村は、申請者ごとに介護給付費等の支給量（公費により助成する量）を定める必要が

あるが、厚生労働省が示す「介護給付費等に係る支給決定事務等について」（以下「取扱事務

要領」という。）によれば、支給決定及び地域相談支援給付決定の性質について以下のように

示されている。 

 

「支給決定及び地域相談支援給付決定は、障害者又は障害児の保護者から申請された種類

の障害福祉サービス又は地域相談支援の利用について公費（介護給付費等及び地域相談支援

給付費等）で助成することの要否を判断するものであり、特定の事業者又は施設からサービ

ス提供を受けるべき旨を決定するものではない。」 

 

したがって、支給量の決定に当たっては、取扱事務要領等に示す（障害支援区分、障害の

種類、介護者の状況、置かれている環境、他の法令に基づく給付、本人や家族のニーズ等の

聴取）以外に様々な事項を包括的に勘案する必要があり、一件ごとにそれぞれの判断を行う

ことになる。 

 

一方で、介護給付費等を支給する市町村は、限りある予算を公平かつ適正に執行すること

が求められており、制度の特徴や本市の実情等を踏まえ、一定の指標、基準等を定め、又こ

の基準等を広く公開することにより、公平かつ適正に支給決定事務を行うことを目的として

定めるものである。 

 

２．非定型ケースへの対応 

国が通知等で示す方針やＱ＆Ａ等も踏まえ、本市においては、次のいずれかの場合にあっ

ては、介護給付費等の支給に関する鶴岡市障害支援区分認定審査会（以下「審査会」という。）

の意見を確認し、当該意見も勘案したうえで決定を行う。 

 



 

 

○ 支給決定基準要綱に定める「基本支給量」を超える支給量が必要であると認められる場

合であって、基本支給量を超える支給決定案を作成したとき 

 

○ 就労移行支援、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）及び宿泊型自立訓練を利用

している者について、法施行規則に定める標準利用期間を超える期間の支給決定が必要

と認められる場合であって、当該超える期間の支給決定の案を作成したとき 

 

○ 地域移行支援を利用している者について、継続して１年を超える期間の支給決定が必要

と認められる場合であって、当該超える期間の支給決定の案を作成したとき 

 

○ 支給決定基準に定めのない取扱いを行うとき 
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第１章 介護給付費等の支給に係る事務のプロセス 

１．者の事務プロセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護給付費 訓練等給付費・地域相談支援給付費 

申請に係る相談等 

①実施主体 ②障害の有無 ③支給対象者要件等の確認 

 

申請の受付・サービス等利用計画案（以下、「計画案」という。）の提出依頼 

（添付資料 負担上限額算定に必要な書類、医師診断書※、受給者証） 

① 障害支援区分調査（※ 同行援護で身体介護を伴わない場合は区分認定不要。） 

  医師意見（介護給付又は訓練等給付（共同生活援助で介護認定を必要とする場合）） 

② 支給要否決定に係る調査 

  利用意向確認 

  同行援護アセスメント票（同行援護利用の場合のみ） 

    （調査項目は取扱事務要領３０ページ参照） 

  行動関連項目調査 （調査項目は、取扱事務要領 ３１ページ参照） 

障害支援区分一次判定（コンピュータ入力・判定） 

障害支援区分二次判定（審査判定） 

①支給の要否に係る勘案 ②支給決定案の作成 

①計画案の提出 ②計画相談支給申請 ③相談支援事業者届出 

支給の要否決定 

①区分認定 ②区分認定通知 

①支給決定通知 ②受給者証の交付 

①サービス提供事業者等へ受給者証を提示   ②利用契約  ③サービスの提供 

介護給付費等の請求（事業者等からの代理請求及び代理受領） 

審査会意見聴取・確認（支給決定基準外・非定型の場合） 
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２．児の事務プロセス 

※ １５歳以上の児童において、障害者のみを対象とするサービスに係る介護給付費

等を支給する場合は、法の規定により、当該児童を「障害者」とみなすため、プロセ

スは障害者と同様となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害児通所支援 

申請に係る相談等 

①実施主体 ②障害の有無 ③支給対象者要件等の確認 

④児童相談所意見書（者のみのサービス利用希望等） 

 

申請の受付・障害児支援利用計画の提出依頼 

（添付資料 負担上限額算定に必要な書類、必要に応じて医師診断書、受給者証） 

① ５領域１１項目の調査 （調査項目 取扱事務要領 ５6ページ参照） 

 同行援護アセスメント票（同行援護利用の場合のみ） 

    （調査項目は取扱事務要領３０ページ参照） 

 行動関連項目調査（調査項目は、取扱事務要領 ３１ページ参照） 

短期入所の場合 障害児用の区分１から３までを調査 5領域１１項目で判定する 

（取扱事務要領 5３ページ参照） 

居宅介護の通院等介助（身体有）を利用する場合、障害者の調査項目にある 

「歩行」、「移乗」、「移動」、「排尿及び排便」において支援の必要度を調査 

②支給要否決定に係る調査 

 保健所・児童相談所意見・医師意見・利用意向確認 

①支給決定案の作成 ②支給の要否に係る勘案 

①障害児支援利用計画（案）提出 ②障害児相談支援支給申請 ③事業者届出 

支給の要否決定 

①支給決定通知 ②受給者証の交付 

①サービス提供事業者等へ受給者証を提示   ②利用契約サービスの提供 

障害児通所支援給付等の請求（事業者等からの代理請求及び代理受領） 

審査会意見聴取・確認 

（重度包括支援支援利用の場合、または、支給決定基準外・非定型の場合） 
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第２章 支給決定等の実施主体 

１．基本的な取り扱い（居住地原則） 

（１）法令上の規定 

① 障害者又は障害児の保護者の「居住地」の市町村が行う。 

② 居住地を有しないとき、又は明らかでないときは、「現在地」の市町村が行う。 

 

（２）基本的な取り扱いの留意点 

① 居住地は、「居住地」＝「住民票の住所」ではなく、生活の本拠があるところ。 

② 障害児の場合は、「保護者の居住地等」となる。 

③ 本市の方針 

(ア) 「居住地」の判断が困難な場合は、個別に判断し、他市町村と調整する。 

(イ) 保護者の居住地が異なる場合は、「障害児と同居している保護者の居住地」

が実施主体となるように調整する。他町村の支給決定基準と調整が必要な

場合が想定される。 

障害児の居住地 本市 他市町村 

母又は父の居住地 児に同じ 児に同じ 

母又は父の居住地 他市町村 本市 

 

実施主体 本市 他市町村 

 

（３）仕送りを受けている学生について 

法施行以前の支援費制度時における国のＱ＆Ａにおいて、仕送りを受けてい

る学生については、出身世帯の所在地が実施主体となることが示されており、

本市の基本的な取扱いも同様とする。ただし、取扱事務要領等にも記載がな

い取扱いのため、他市町村との調整を丁寧に実施する。 

 

２．居住地特例 

居住地特例とは、施設等が所在する市町村の財政負担が過多とならないように、特

定の施設等に入る場合の支給決定について当該施設等に入る前の市町村が行うもの

であり、取扱事務要領等に基づく。 

 

３．転出入に伴う実施主体の変更での留意事項 

標準利用期間が設定されているサービスの利用期間 

訓練経過を踏まえ、前市町村の残サービス期間を支給決定期間とする。 
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第３章 障害を有することの確認 

１．取扱事務要領等に記載してある項目により確認する。 

児者区分 障害種別 確認方法 

障害者 

身体 
身体障害者福祉法第４条に規定する身

体障害者 

身体障害者手帳 

知的 
知的障害者福祉法にいう知的障害者の

うち１８歳以上である者 

①療育手帳 

②児童相談所または更生相談所の意見書 

※手帳なく障害年金受給のみの場合は精神（発達

遅滞）として分類する。 

精神 
精神保健及び精神障害者福祉に関する

法律第５条に規定する精神障害者のう

ち１８歳以上である者 

発達障害者支援法に規定する発達障害

者又は高次脳機能障害を有する者を含

む 

①精神保健福祉手帳 

②障害年金証書等障害年金受給が確認できる書

類（障害種別が確認できるもの） 

③自立支援医療受給者証（精神通院） 

④医師診断書・意見書 

⑤精神障害者保健福祉手帳又は自立支援医療の

申請に添付する意見書 

高次脳 

高次脳機能障害を有する者は、器質性

精神障害として精神障害に分類される

ものであり、精神障害者であることが

確認された場合に給付対象 

①精神保健福祉手帳 

②障害年金証書等障害年金受給が確認できる書

類（障害種別が確認できるもの） 

③自立支援医療受給者証（精神通院） 

④医師診断書・意見書 

難病 

対象難病は巻末資料参照 

①特定疾患医療費受給者証 

②対象疾患に罹患していることが分かる医師の

診断書又は意見書 

障害児 

 

※手帳 

所持が 

必須と 

なって 

いない。 

身体 

※障害児の場

合は、医師診断

書で、必ずしも

確定した診断

名等がなくて

も、障害を有し

ており、支援の

必要性の判断

が可能な状態

等が記載され

ていることで

判断する。 

 

①身体障害者手帳 

②児童相談所または更生相談所の意見書 

③医師診断書・意見書等 

知的 

①療育手帳 

②児童相談所または更生相談所の意見書 

③医師診断書・意見書等 

精神（発達） 

①精神保健福祉手帳 

②自立支援医療受給者証（精神通院） 

③医師診断書・意見書 

④精神障害者保健福祉手帳又は自立支援医療の

申請に添付する意見書 

高次脳 

①精神保健福祉手帳 

②自立支援医療受給者証（精神通院） 

③医師診断書・意見書 

 
難病 

巻末資料参照 

①特定疾患医療費受給者証 

②対象疾患に罹患していることが分かる医師の

診断書又は意見書 

※医師診断書、意見書等には、国際疾病分類コード、診断名等が記載されていること。 
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２．重複している場合の統計上の障害者種別の取り扱い 

障害の程度が重度の方を主の障害とする。 

重複する障害の程度がどちらも同じような場合は、身体→知的→精神の順とする。 

 

３．重症心身障害児（者）判定等にかかる取り扱い 

① 重症心身障害児の定義 

児童福祉法第７条第２項に「重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複し

ている児童」が「重症心身障害児」と規定されている。 

 

② 重症心身障害者の定義 

法律上の定義はないが、「重症心身障害者」についても「重度の知的障害及び

重度の肢体不自由が重複している障害者」が該当するものと考える。 

 

（１）重症障害児（者）であるか否かの判断が必要な事項 

① 支給要否決定 

(ア) 療養介護の支給要否決定 

(イ) 短期入所（医療型）の支給要否決定 

(ウ) 施設入所支援の重度障害者支援加算（Ⅰ）の２階建て部分 

 

② 加算 

(ア) 短期入所、生活介護、共同生活援助（包括型）重度障害者支援加算 

(イ) 施設入所支援の重度障害者支援加算(Ⅱ)（重度障害者等包括支援に規定する利

用者の心身の状態にあるもの） 

(ウ) 施設入所支援の重度障害者支援加算（Ⅰ） 

(エ) 児童発達支援（医療型を含む）及び放課後等デイサービスの延長支援加算、送

迎加算 

 

（２）重症心身障害児（者）の判断基準 

（県 平成２１年３月３１日付け 障第１１９３号） 

① 「重度の知的障害」（おおむねＩＱ３５以下をいう。以下に同じ）と「重度の

肢体不自由」（障害歩行（杖歩行）ができず、日常生活の大部分に介助を要す

る程度をいう。以下に同じ。）が重複している児童 

② 「重度の知的障害」と「重度の肢体不自由」が重複している１８歳以上の者 

 

（３）重度心身障害児（者）の判断方法 

① 障害者手帳 身体１・２級（肢体不自由等）かつ療育手帳Ａ判定のあるもの。 

② 障害支援区分認定調査結果や医師の診断書、大島分類等に基づき判断する。 
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③ ＩＱ検査を受けていないもの等判断が困難な場合は、県通知 平成２１年３

月３１日付け 障第１１９３号に基づき、児童相談所または知的障害者更生

相談所に判定依頼する。 

「大島の分類」を参考にする。 

※その他の判断の要素として、障害支援区分の認定に必要な医師意見書にお

いて、本人の状態（特に身体）について詳細に記載してもらうなどし、判断の

参考とすること。 

 

○参考：大島の分類とは 

 東京都立府中療育センター元院長大島一良氏が発表した重症心身障害児の区分。

分類表の１～４までを重症心身障害児として定義している。 

      
80 

知能（IQ） 

 
２１ ２２ ２３ ２４ ２５ 境界 

70 
 

２０ １３ １４ １５ １６ 軽度 

50 
 

１９ １２ ７ ８ ９ 中度 

35 
 

１８ １１ ６ ３ ４ 重度 

20 
 

１７ １０ ５ ２ １ 最重度 
 

運動機能 走れる 歩ける 歩行障害 坐れる 寝たきり   
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（判定依頼書様式） 

 

 

福発 第      号 

  年  月  日 

県庄内児童相談所長        様 

県知的障害者更生相談所庄内支所長  

鶴岡市福祉事務所長 

判 定 依 頼 書 

 障害福祉サービスの支給要否決定を行うにあたり必要ですので、障害者の日常生

活及び社会生活を総合的に支援するための法律第２２条第２項の規定に基づき判定

を依頼します。 

 

市町村

名 

鶴岡市 氏名  

住所  保護者名  

判定依

頼 

事項 

 

・重症心身障害児（者）の認定について 

 

 

身体障害者 

手帳 

交付年月日 番号 障害名 等級 

    
 

添付資

料 

・同意書 

・その他（医師意見書              他） 

※市町村が求めた医師の診断書その他参考となる書類を添付するものとする。 
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（判定依頼書様式 同意書） 

 

 

同   意   書 

 

 障害福祉サービスを利用するにあたり、支給要否決定等のために、重症心身障害

児（者）の認定についてを行うにあたり（山形県福祉相談センター、山形県庄内児

童相談所又は山形県知的障がい者更生相談所庄内支所）で判定を受けることと、そ

の結果を鶴岡市長に提供することに同意します。 

 

     年  月  日 

 

 

山形県福祉相談センター所長 

山形県庄内児童相談所長         殿 

山形県知的障がい者更生相談所庄内支所長 

 

 

（記入者） 

 

住所                             

 

氏名                児童との関係      

 

児童氏名                           

 

電話番号                 
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第４章 サービスの内容、対象者像、支給要件等 

（１）障害福祉サービス内容・対象者像・支給要件等 

介護給付（訪問系） 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 区分 対象者（その他条件等） 支給期間 

居宅介護 入浴、排せつ及び食事等の介護、

調理、洗濯及び掃除等の家事並び

に生活等に関する相談及び助言、

その他の生活全般にわたる援助

を行う。 

区分１以上 

障害児はこれに相当する状

態 

１以上 通院等介助 

(身体介護を伴わない場合) 

通院等乗降介助 

１年 

通院等介助(身体介護を伴う

場合) 

２以上 認定調査項目の歩行、移乗、

移動、排尿、排便のいずれか

要支援 

※取扱事務要領等１7ページ 

重度 

訪問介護 

常時介護を要するものにつき、居

宅において入浴、排せつ及び食事

等の介護、調理、洗濯及び掃除等

の家事並びに生活等に関する相

談及び助言その他の生活全般に

わたる援助並びに外出時におけ

る移動中の介護を総合的に行う

とともに、病院、診療所、助産所、

介護老人保健施設又は介護医療

院に入院又は入所している障害

者に対して、意思疎通の支援その

他の必要な支援を行う。 

重度の肢体不自由者の 

居宅介護及び移動介護等 

 

４以上 二肢以上に麻痺 

認定調査項目の歩行、移乗、

排尿、排便のいずれも「支援

が不要」以外 

１年 

常時介護が必要で、行動上

著しい困難がある知的障害

者・精神障害者 

４以上 行動関連項目等（１２項目）

の合計点数が１０点以上 

 

※取扱事務要領等 31 ページ 
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介護給付（訪問系） 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 区分 対象者（その他条件等） 支給期間 

同行援護 視覚障害により、移動に著しい困

難を有する人に、移動に必要な情

報の提供（代筆・代読を含む）、移

動の援護等の外出支援を行う。 

視覚障害により、 

移動に著しい困難を有する

障害者等 

  同行援護アセスメント票の移

動障害の欄１点以上かつ、移

動障害以外の欄１点以上 

※取扱事務要領等 30 ページ 

１年 

同行援護サービス費の加算

対象者 

３以上 ① １００分の２０ 

② １００分の４０ 

③ １００分の２５（盲ろう者） 

行動援護 自己判断能力が制限されている

人が行動するときに、危険回避の

ための支援、外出支援等を行う。 

知的障害、精神障害により 

外出時の移動介護等 

３以上 行動関連項目１２項目の合計

点数が１０点以上 

※取扱事務要領等 31 ページ 

１年 

 

介護給付（訪問系以外） 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 区分 対象者（その他条件等） 支給期間 

療養介護 医療と常時介護を必要とする人

に、医療機関で機能訓練、療養上

の管理、看護、介護及び日常生活

の世話を行う。 

病院にて 

主として昼間の療養管理等 

６以上 筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）

患者等気管切開伴う人工呼吸 

３年 

５以上 筋ジストロフィー患者 

重症心身障害者 

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼

間、入浴、排せつ、食事の介護等

を行うとともに、創作的活動又は

生産活動の機会を提供。 

施設において 

主として昼間の介護 

３以上 障害者支援施設に入所する場

合は４以上 

区分が低い場合計画相談と市

町村判断 

３年 

２以上 ５０歳以上は区分２以上 

(施設入所する場合は３以上) 
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サービス名 サービス内容 内容その他対象 区分 対象者（その他条件等） 支給期間 

短期入所 自宅で介護する人が病気の場合

などに、短期間、夜間も含め施設

等で、入浴、排せつ、食事の介護

等を行う。 

＜福祉型＞ 

区分１以上 

障害児はこれに相当する状

態 

１以上 ＜医療型＞ 

遷延性意識障害児・者、筋萎

縮性側索硬化症等の運動ニュ

ーロン疾患の分類に属する疾

患を有する者及び重症心身障

害児・者 等 

１年 

重度障害者等 

包括支援 

重度の障害者等に対し、すべての

サービスを包括的に提供。 

四肢の麻痺及び、 

寝たきりの状態にある者 

人工呼吸器による呼吸管理

を行っている者 

最重度知的障害者（療育Ａ） 

６以上 意思疎通困難また四肢すべて

に麻痺があり、気管切開・Ⅰ

類・Ⅱ類 

１年 

知的障害又は精神障害 

により行動上著しい困難を

有する者 

行動関連項目（※取扱事務要領

等３１ページ）の点数が１０点

以上のものⅢ類 
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介護給付（居住系） 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 区分 対象者（その他条件等） 支給期間 

施設入所支援 施設に入所する人に、主として夜

間や休日、入浴、排せつ、食事の

介護等を行う。 

生活介護を受けていて区分

４以上（５０歳以上の者に

あっては区分３以上）の者 

 

 

※訓練等給付（自立訓練等）

の場合は、訓練等給付の有

効期間に合わせる。 

４以上 自立訓練または就労移行支援

を受けている者で、入所させ

て訓練を実施するのが効果

的、または通所が困難な者 

３年 

※訓練等

給付（自立

訓練等）の

場合は、訓

練等給付

の有効期

間に合わ

せる。 

就労Ｂまたは、区分が満たな

い場合は、計画相談と市が必

要と判断した者 

区分に関係なく法施行前から

の利用者（新規入所者以外の

者含む）は、計画相談を付け、

利用認める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



鶴岡市障害者（児）の障害福祉サービス等に関する支給ガイドライン 

 

  
 13 

 

  

訓練等給付（居住系） 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 対象者（その他条件等） 支給期間 

共同生活援助 夜間や休日、共同生活を行う

住居で、相談や日常生活上の

援助を行う。 

身体障害者にあっては、６５

歳未満の者又は、６５歳に達

する日の前日までに障害福祉

サービスやこれに準ずるもの

を利用したことがある者 

入浴、排せつ、食事の介護等ケアが必

要な場合は、区分が必要である。 

※支給期間 

訓練等給付の有効期間に合わせる。 

体験利用を行う場合は、１年（報酬告

示により年５０日以内の利用制限） 

地域移行支援型ホームは、２年（指定

運営基準に規定） 

原則３年 

 

自立生活援助 施設入所支援や共同生活援助

を利用した者等を対象とし

て、定期的な巡回訪問や随時

の対応により、円滑な地域生

活に向けた相談・助言等を行

う。 

定期的に利用者の居宅を月２

回以上訪問し、人間関係、生

活環境、契約手続等について

確認を行い、必要な助言 

障害者支援施設やグループホーム、精

神科病院等から地域での一人暮らしに

移行した障害者等で、理解力や生活力

等に不安がある者 等 

1 年 
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訓練等給付（通所系） 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 対象者（その他条件等） 
暫定 

支給 

支給 

期間 

標準 

利用期間 

自立訓練 

(機能訓練) 

自立した日常生活又は社会

生活ができるよう、一定期

間、身体機能又は必要なリ

ハビリテーション、生活等

に関する相談及び助言その

他の必要な支援を行う。 

身体障害者 

通所または訪問によ

り理学療法、作業療

法 

①入所施設・病院を退所・退院した

者であって、地域生活への移行等を

図る上で、身体的リハビリテーショ

ンの継続や身体機能の維持・回復な

どの支援が必要な者 

有 １年 １年６ヶ

月 

②特別支援学校を卒業した者であっ

て、地域生活を営む上で、身体機能

の維持・回復などの支援が必要な者 

自立訓練 

(生活訓練) 

通所、あるいは訪問によっ

て入浴、排せつ及び食事等

に関する自立した日常生活

を営むために必要な訓練、

生活等に関する相談及び助

言、その他の必要な支援を

行う。 

知的障害者または精

神障害者 

通所または訪問によ

り生活訓練を行う 

①入所施設・病院を退所・退院した

者であって、地域生活への移行を図

る上で、生活能力の維持・向上など

の支援が必要な者 

②特別支援学校を卒業した者、継続

した通院により症状が安定している

者等であって、地域生活を営む上

で、生活能力の維持・向上などの支

援が必要な者  等 

有 １年 ２年 

長期入院

等３年 

宿泊型 

自立訓練 

居室その他の設備を利用さ

せ、家事等の日常生活能力

を向上させるための支援、

生活等に関する相談・助言

その他の必要な支援。 

一定期間居住の場を

提供、夜間生活訓練 

知的障害者または精神障害者 有 

 

１年 ２年 

長期入院

等３年 
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訓練等給付（就労系） 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 対象者（その他条件等） 
暫定 

支給 

支給 

期間 

標準 

利用期間 

就労移行支援 一般企業等への就労を希望

する人に、一定期間、就労

に必要な知識及び能力の向

上のために必要な訓練を行

う。 

通常の事業所に雇用

されることが可能と

見込まれる者への訓

練、支援 

６５歳未満で就労を希望する者、又

は６５歳以上の者（６５歳に達する前

５年間引き続き障害福祉サービスにかかる

支給決定を受けていたものであって、６５

歳に達する前日に就労移行支援に係る支給

決定を受けていた者） 

有 １年 ２年 

養成課程 

３．５年 

就労継続支援 

Ａ型 

一般企業等での就労が困難

な人に、働く場を提供する

とともに、知識及び能力の

向上のために必要な訓練を

行う。 

通常の事業所に雇用

されることが困難な

ものを雇用契約に基

づき訓練、支援 

６５歳未満で就労を希望する者、又

は６５歳以上の者（６５歳に達する前

５年間引き続き障害福祉サービスにかかる

支給決定を受けていたものであって、６５

歳に達する前日に就労継続支援 A 型に係る

支給決定を受けていた者） 

雇用契約を締結しない利用者も可能 

の場合がある。 

※取扱事務要領等２５ページ参照 

有 ３年   

就労継続支援 

Ｂ型 

一般企業等での就労が困難

な人に、働く場を提供する

とともに、知識及び能力の

就労移行支援事業を

利用したが一般企業

等の雇用に結びつか

ない者や一定の年齢

①就労経験がある者で、一般企業に

雇用されることが困難な者 

なし ３年 

５０歳

未満は

１年 
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サービス名 サービス内容 内容その他対象 対象者（その他条件等） 
暫定 

支給 

支給 

期間 

標準 

利用期間 

向上のために必要な訓練を

行う。 

に達しているものな

どであって、就労の

機会等を通じ、生産

活動にかかる知識及

び能力の向上や維持

が期待される者 

②就労移行支援事業等を利用しＢ型

が適当と判断された者 

③ ①②に該当しない者で５０歳に

達している者または障害基礎年金１

級受給者 

就労定着支援 生活介護、自立訓練、就労

移行支援又は就労継続支援

を利用して、通常の事業所

に新たに雇用された障害者

の就労の継続を図るため、

企業、障害福祉サービス事

業者、医療機関等との連絡

調整を行うとともに、雇用

に伴い生じる日常生活又は

社会生活を営む上での各般

の問題に関する相談、指導

及び助言等の必要な支援を

行う。 

障害者との相談を通

じて生活面の課題を

把握するとともに、

企業や関係機関等と

の連絡調整やそれに

伴う課題解決に向け

て必要となる支援を

実施。 

就労移行支援、就労継続支援、生活

介護、自立訓練の利用を経て一般就

労へ移行した障害者で、就労に伴う

環境変化により生活面の課題が生じ

ている者。 

なし １年 ３年 

ただし、就

職日から３

年６ヶ月ま

で。 

（経過後は

障害者就

業・生活支

援センター

等へ引き継

ぐ。） 

※３年経過

後の更新不

可 
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地域相談支援 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 対象者（その他条件等） 
暫定 

支給 

支給 

期間 

標準 

利用期間 

地域移行支援 障害者支援施設、精神科

病院、児童福祉施設を利

用する１８歳以上の者等

を対象として、地域移行

支援計画の作成、相談に

よる不安解消、外出の同

行支援、住居確保、関係

機関との調整等を行う。 

  障害者支援施設等に入所している障

害者 

精神科病院に入院している精神障害

者 

（１年以上の入院者を原則に市町村

が必要と認める者） 

 

  ６か月 １年 

地域定着支援 居宅において単身で生活

している障害者等を対象

に常時の連絡体制を確保

し、緊急時には必要な支

援を行う。 

  ・居宅において単身で生活する障害

者 

・居宅において同居している家族等

が障害、疾病等のため、緊急時等の

支援が見込まれない状況にある障害

者 

※共同生活援助等の利用者（福祉ホ

ーム利用者を含む。）は対象としな

い 

  1 年 
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障害児通所支援 

サービス名 サービス内容 内容その他対象 対象者（その他条件等） 
支給 

期間 

児童発達支援 日常生活における基本的動作の指導、

独立自活に必要な知識技能の付与又は

集団生活への適応のための訓練を提

供。 

療育の観点から集団療育及

び個別療育を行う必要があ

ると認められる未就学の障

害児 

 

①乳幼児健診で必要と認められた児童 

②保育園幼稚園などに通園し専門的な

訓練、療育を受ける必要がある児童 

１年 

放課後等 

デイサービス 

生活能力の向上のために必要な訓練、

社会との交流の促進等を行う。 

授業終了後、学校休業日等 

施設で動作指導、集団生活

の適応訓練 

 

学校教育法第１条に規定している学校

に就学している支援が必要な障害児

（20 歳まで認められる場合あり） 

１年 

保育所等 

訪問支援 

障害児以外の児童との集団生活へ適応

のため専門的な支援その他の必要な支

援を行う。（保育所・幼稚園・小学

校・支援学校等） 

※市町村が認めた施設とする。 

保育所その他児童が集団生

活を営む施設として厚労働

省令で定めるものに通う障

害児であって、当該施設を

訪問し、専門的支援が必要

と認められた障害児 

対象施設であるか否の認定方法は、児

童の利用が想定されるもを事前に施設

種別ごとに包括的に認める場合と施設

を個々にその都度認められる場合の両

方が考えられる。（則第１条の２３） 

１年 

医療型 

児童発達支援 

児童発達支援及び治療を行う。  肢体不自由があり理学療法の機能訓練

又は医療的管理下での支援が必要な障

害児 

１年 
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第５章 他法との調整 

１．介護保険以外の給付との調整 

① 労務災害などが考えられ、居宅において、ヘルパー事業者や個人等から介護

を受けた場合の費用が助成されるものがあり、調整を要するものは、居宅介

護、重度訪問介護及び同行援護が主となる。 

② 他の給付を受けることができる場合は、他の給付を優先する。 

③ 障害固有のニーズに基づく支援が必要な場合で、他給付で不足する量の介護

給付費等を支給することとする。 

 

２．介護保険の給付との調整（介護保険適用者に係る支給決定の方針） 

（１）介護保険優先の原則 

介護保険の被保険者である６５歳以上の障害者が要介護状態又は要支援状態と

なった場合（４０歳以上６５歳未満の者の場合は、１６の特定疾病が生じた場合）

には、要介護認定等を受け、介護保険法の規定による保険給付を受けることがで

きる。その際、自立支援給付については、法第７条の他の法令による給付との調

整規定に基づき、介護保険法の規定による保険給付が優先される。 

したがって、介護保険のサービスにより必要な支援を受けることが可能と判断

される場合には、基本的に障害福祉サービスを支給することはできない。 

ただし、介護保険の支給限度基準の制約から、障害に起因するための必要な支

援が受けられない場合に限り、障害福祉サービスを支給することができる。 

 

（２）居宅介護等と介護保険制度の訪問介護との適用関係における基本的な取扱い 

① 基本的な考え方 

介護保険制度の対象となる６５歳以上の者及び特定疾病（１６疾病）による４

０歳以上６５歳未満の者については、原則として介護保険制度での訪問介護を利

用することになるので、介護保険のサービスにより必要な支援を受けることが可

能と判断される場合には、基本的に障害施策の居宅介護等を支給することはでき

ない。 

サービス名 
新規申請日時点の年齢区分 

40 歳～64 歳（16 疾病） 65 歳以上 

居宅介護・重度訪問介護・生活介護

（通所）重度障害者等包括支援 

短期入所・自立訓練（機能訓練） 

× 

（介護保険優先） 

× 

（介護保険優先） 

療養介護、生活介護（入所） 

施設入所支援、共同生活援助 

○ 

（65 歳到達後の継続も

可） 

× 

（介護保険優先） 
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②具体的な運用 

介護保険の訪問介護等のサービスを支給限度まで受けても、なお障害固有のニーズ

に基づく特に必要と認められる支援が不足する場合で、福祉事務所長が必要と認め、

以下の要件に該当する場合は、障害福祉サービスを支給決定できる。 

(ア) 介護保険適用除外施設（下記）に入所している場合 

＜介護保険適用除外施設＞ 

Ａ障害者支援施設（日中活動が生活介護に限る） Ｂのぞみの園 C 療養介護等 

(イ) サービスの内容や機能から、介護保険サービスに同様のものがないと認められ

る場合 

(ウ) 障害福祉サービスにおいて適当と認められる支給量が、介護保険サービスのみ

で確保することができない場合 

【運用基準】 

類型 種別 要件 対象サービス 

身体障害 全身性 

障害 

以下のいずれにも該当 

①上肢２級以上かつ下肢２級以上又は体

幹障害２級以上で総合等級１級または、

脳原性による上肢機能２級以上かつ移動

機能２級以上で、総合等級１級など全身

性の機能障害がある方 

②要介護度４以上であり、支給単位数を

限度額まで利用しているもの 

身体介護、家事援

助、通院等介助（身

体介護を伴う）又は

重度訪問介護（居宅

内介護） 

内部機

能障害 

①と②のいずれにも該当又は②と③いず

れにも該当 

①身体障害者手帳において、内部障害の

等級が１、２級又はこれに準ずるもの 

②介護保険の支給単位数を限度額まで利

用しているもの（要介護度は問わない） 

③人工透析等のため定期的な通院の必要

があること 

通院等の支援の観

点から、基本的に通

院等介助（身体介護

なし）又は通院等乗

降介助※ 

もしくは、家事援助 

最大２０時間／月

を限度とする。 

視覚機

能・ 

聴覚機

能障害 

①身体障害者手帳において，視覚又は聴

覚障害の等級が１，２級又はこれに準ず

るもの 

②それまでに支援の必要性がなかった理

由（生活状況等）と支援要の経緯等 

コミュニケーショ

ン支援の観点から、

基本的に家事援助 

もしくは、通院等介

助（身体介護なし）

又は通院等乗降介

助※ 
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類型 種別 要件 対象サービス 

最大２０時間／月

を限度とする。 

知的障害 Ａ等 ①療育手帳の程度が，Ａ判定又はこれに

準ずるもので行動障害等が著しいもの 

②それまでに支援の必要性がなかった理

由（生活状況等）と支援要の経緯等 

③障害の進行は、加齢によるものではな

く、介護保険の認定調査項目に反映され

ないものであること。 

 

基本的に家事援助 

もしくは、通院等乗

降介助※ 

 

 

最大２０時間／月

を限度とする。 

精神障害 １級等 ①精神障害者保健福祉手帳の等級が１級

又はこれに準ずるもので行動障害等が著

しいもの 

②それまでに支援の必要性がなかった理

由（生活状況等）と支援要の経緯等 

③障害の進行は、加齢によるものではな

く、介護保険の認定調査項目に反映され

ないものであること。 

 

基本的に家事援助 

もしくは、通院等乗

降介助※ 

 

最大２０時間／月

を限度とする。 

難病 

患者等 

難病等 要介護度４以上であり、支給単位数を限

度額まで利用しているもの 

身体介護、家事援

助、通院等介助（身

体介護を伴う）又は

重度訪問介護（居宅

内介護） 

※ 通院等乗降介助は、支援が必要な支給回数を決定する。 

【支給量の考え方】 

障害支援区分の標準支給量に基づいた利用時間※…Ａ 

介護保険の利用時間…Ｂ 

Ａ―Ｂ＝居宅介護又は重度訪問介護の支給決定時間 

※標準支給量の考え方については、通常の障害福祉サービスの支給量の考え方と同

様とする。 

 

（３）経過措置 

介護保険の適用以前から障害者施策のサービス提供を受けていた者については、

介護保険の支給限度の制約から介護保険サービスのみでは、障害固有のニーズに

基づく特に必要と認められる支援が受けられない場合に限って、社会生活の継続
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性を確保する観点から、介護保険では対応できない部分について、経過措置とし

て、（２）②の具体的な運用に基づいて障害者施策から必要なサービスを提供でき

るものとする。 

（４）サービス間の介護保険優先順位 

 介護保険を優先し、差分のみ支給可能なサービスを複数利用している者は、居宅介

護を優先して介護保険へ移行するように調整する。 

【例】 

身体介護（２０時間／月）及び生活介護（暦の日数－８日／月）を利用している者 

⇒身体介護２０時間分をまず介護保険で適用し、残りの単位数で介護保険の通所介護

等を利用可能な日数を算出 

⇒例えば、介護保険の訪問介護・身体介護２０時間及び通所介護４日／月の利用が可

能な場合は、継続して支給するのは、生活介護（１９日／月）（１月３１日だった場

合）となる。 

（５）その他 

(ア) 共同生活援助を利用している６５歳以上の者が施設入所支援の利用へ変更する

場合 

● ６５歳の到達後における居住サービスの変更は、以下のとおりとする。 

 基本的には地域移行、自立への転換等は可能とし、施設入所支援への変更は、

介護保険のサービスを優先する。 

変更前のサービス 
変更後のサービス 

施設入所支援 グループホーム 宿泊型自立訓練 

施設入所支援  ○ ○ 

グループホーム ×  ○ 

宿泊型自立訓練 × ×  

(イ) 介護保険適用される者が生活介護を利用する場合 

原則として生活介護の利用はできない。（介護保険の通所介護を利用すべき） 

生活介護のサービス内容が、障害固有のサービスを提供している等介護保険に

はないサービスが提供される場合は、利用が可能であり、この場合は介護保険に

はないサービスが提供される状況がわかる書類（個別支援計画等）を添付し、支

給決定時に勘案すること。 

 

（６）要介護認定の申請勧奨 

① 介護保険を優先すべき年齢の者については、この基準の取扱いにより介護給

付費のみを支給又は介護保険に上乗せして介護給付費を支給した場合であっ

ても、継続して、介護保険を優先して適用するための確認（要介護認定等）

を要する。 
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② 更新申請に伴う勧奨は、障害支援区分の認定有効期間を更新する年度に実施

する。 

③ 変更申請又は更新申請時に支給量の増量希望がある場合は、要介護認定申請

の結果を踏まえてから申請を受付することを原則とする。※ ただし、要介

護５の者を除く。  
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３．障害固有のサービス 

 

（対象となる障害サービス名） 

同行援護・行動援護・自立訓練（生活訓練）・宿泊型自立訓練・就労移行支援 

就労継続支援Ａ型・Ｂ型 

 

① 基本的には介護保険を優先するものではない。 

② 日中活動の場を確保すること等を目的とする場合は支給しない。 

③ 就労系サービスは、事業の主旨、年齢、他制度（年金）等を考慮し、申請日

時点で６４歳以下の者を対象とする。 

④ ６４歳以前からの利用者で６５歳以上の者については、更新利用が可能であ

る。この場合の支給決定期間は１年単位とし、更新にあたっては、他の事業

の利用の可能性を検討し、更新の要否を判定する。 

留意事項 

 就労継続支援Ｂ型のサービスは、継続的な就労に結びつけるため、生活リズムの

形成等の訓練も含まれるが、高齢障害者の「居場所」等を提供するサービスではな

いと考えられることから、新規の利用申請の対象者を原則として６４歳以下とする。 

 

サービス名 新規申請日時点の年齢区分 

４０歳～６４歳（１６疾病） ６５歳以上 

同行援護、行動援護 
○（通院等を除く） 

○（通院等を除

く） 

就労移行支援 ○（６４歳まで） × 

就労継続支援Ａ型Ｂ型 ○（６５歳到達後も継続可） × 

自立訓練（生活訓練） 

宿泊型自立訓練 
○ ○ 

 

※ 同行援護及び行動援護を希望するものであって、通院等に係る支援を要するもの

は、介護保険を優先して適用するものであること。 

※ 就労移行支援の利用者で６５歳到達後は就労の見込がある場合等は、利用継続を

検討すること。 
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４．生活保護の介護扶助費との関連性について 

１．介護給付費等と介護扶助費の概要 

（１）生活保護法の他法優先の原則が適用され、生活保護受給者で４０歳～６４歳

の介護保険２号被保険者は、医療保険に加入していない場合、障害福祉サービ

スが優先される。ただし、障害福祉サービスで提供できないサービス（訪問看

護、福祉用具貸与等）については、生活保護ケースワーカーの判断により、生

活保護の介護扶助を利用することも可能である。 

① 介護給付費等と介護扶助費を併給する場合の関係（重度障害者以外） 

介護給付費等と介護扶助費を併給する場合、介護扶助費の支給について、

国の通知により、以下の方針によることが示されている。 

合算の対象とする介護給付費等は居宅介護・重度訪問介護・生活介護・自

立訓練（機能訓練）の４つで、各サービスに相当するものが介護保険にあ

るもの。 

 

（２）生活保護受給者で６５歳以上の介護保険１号被保険者は、介護保険が適用さ

れ、１割負担分に対し介護扶助費が支給される。 

 

 

Ａ＝要介護度の区分支給限度基準額 

Ｂ＝介護給付費等の単位数＋訪問入浴に係る基準単位数（国通知に記載） 

介護扶助費の支給範囲＝Ａ－Ｂ 

※計算式の主旨は、介護給付費等と介護扶助費の和が限度額を超えないようにする。 

（介護保険給付のみの者との整合性の確保するためであり、したがって、要介護認定

を受け、区分による支給限度基準額を確定する必要がある。） 

 

○ 重度障害者であって、必要と認められる支援の量が限度額を超えるときは、

介護扶助費のみで区分支給限度基準額の範囲内の支給が可能である。 
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第６章 介護給付費等における併給関係 

１．併給関係の具体的な取扱い 

同時に支給決定できるサービスの組み合わせ（併給関係） 

個々の障害者等のニーズや地域におけるサービス提供基盤は多様であること、さ

らに、利用実績払い（日額報酬）を導入したことに伴い、報酬の重複なく、様々な

サービスを組み合わせることが可能となったことから、原則として、併給できない

サービスの組み合わせは特定せず、報酬が重複しない利用形態であるならば、障害

者等の自立を効果的に支援する観点から、市町村が支給決定時にその必要性につい

て適切に判断し、特に必要と認める場合は併給を妨げないものとする。 

したがって、支給決定日数の合計が原則の日数を超えない支給決定とする。 

 

サービス名 居
宅
介
護 

重
度
訪
問
介
護 

同
行
援
護 

行
動
援
護 

療
養
介
護 

生
活
介
護 

短
期
入
所 

施
設
入
所
支
援 

共
同
生
活
援
助 

自
立
訓
練(

機
能) 

自
立
訓
練(

生
活) 

宿
泊
型
自
立
訓
練 

就
労
移
行
・定
着 

就
労
Ａ
型 

就
労
Ｂ
型 

地
域
移
行 

地
域
定
着 

訪
問
入
浴 

移
動
支
援 

居宅介護 
 
△ ○ ○ × ○ ○ × △ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ △ ○ 

重度訪問 △ 
 
× × × ○ ○ × △ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ △ × 

同行援護 ○ × 
 
× × ○ ○ × △ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ × 

行動援護 ○ × × 
 
× ○ ○ × △ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ × 

療養介護 × × × × 
 
× × × × × × × × × × ○ × × × 

生活介護 ○ ○ ○ ○ ×  ○ ○ ○ △ △ ○ △ △ △ △ ○ △ ○ 

短期入所 ○ ○ ○ ○ × ○  × × ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○ ○ 

施設入所 × × × × × ○ ×  × ○ ○ × △ △ △ ○ × × × 

GH △ △ △ △ × ○ × ×  ○ ○ × ○ ○ ○ × × × △ 

自立(機能) ○ ○ ○ ○ × △ ○ ○ ○  △ ○ △ △ ○ △ ○ △ ○ 

自立(生活) ○ ○ ○ ○ × △ ○ ○ ○ △  ○ △ △ ○ △ ○ △ ○ 

宿泊型自立 × × × × × ○ × × × ○ ○  ○ ○ ○ × × × × 

就労移行・定着 ○ ○ ○ ○ × △ ○ △ ○ △ △ ○  × × △ ○ ○ ○ 

就継Ａ型 ○ ○ ○ ○ × △ ○ △ ○ △ △ ○ ×  × △ ○ ○ ○ 

就続Ｂ型 ○ ○ ○ ○ × △ ○ △ ○ ○ ○ ○ × ×  △ ○ ○ ○ 

地域移行 × × × × ○ △ × ○ × △ △ × △ △ △  × × × 

地域定着 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ × × ○ ○ × ○ ○ ○ ×  ○ ○ 

訪問入浴 △ △ ○ ○ × △ ○ × × △ △ × ○ ○ ○ × ○  ○ 

移動支援 ○ ○ × × × ○ ○ × △ ○ ○ × ○ ○ ○ × ○ ○  
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２．併給関係に係るＱ＆Ａ（取扱要領以外） 

Ｑ 居宅介護と重度訪問介護との併給は可能か？ 

Ａ 重度訪問介護は、居宅介護でも提供される身体介護、家事援助等とともに、見守

り等の支援を継続的かつ断続的に提供するものであり、同一事業所がこれに加えて

居宅介護を算定することはできない。（障害者自立支援法 Ｑ＆Ａ） 

  ただし、重度訪問介護を提供している事業所がサービスを提供できない時間帯が

あるなどの場合、他の事業所が居宅介護のサービスを提供することは可能である。 

 

施設入所者が一時帰宅した場合のサービス利用について 

Ｑ 施設報酬の日額化に伴い、入所者が一定期間以上にわたって一時帰宅する場合に

は報酬が算定されないこととなるため、この期間中に帰宅先で居宅介護を利用する

ことはできるか。また、一時帰宅中に帰宅先で日中活動サービスを利用することは

差し支えないか。 

Ａ 施設入所者が一時帰宅する場合、通常、受け入れ体制が確保されていることが想

定されるが、市町村が特に必要と認める場合においては、施設入所に係る報酬が全

く算定されない期間中に限り、訪問系サービス及び日中活動サービス（旧体系の施

設入所者に限る。）について支給決定を行うことは可能である。 

  なお、新体系の施設入所者に係る日中活動サービスについては、既に、施設入所

支援とは別途の日中活動サービスに係る支給決定を受けていることから、改めて支

給決定を受けることなく、一時帰宅中に利用することは可能である。 

 

施設入所者、グループホーム入居者が一時帰宅した場合の短期入所の利用について 

Ｑ 施設入所者又はグループホーム入居者が一時帰宅した場合、帰宅先で短期入所を

利用することはできるか。 

Ａ 施設入所者又はグループホーム入居者が、一時帰宅中において、短期入所が必要

な事情が生じた場合には、通常、入所施設又はグループホームに戻って必要な支援

を受けることが想定される。ただし、一時帰宅中の施設入所支援等の報酬が算定さ

れない期間においては、帰宅先における介護者の一時的な事情により必要な介護を

受けることが困難で、かつ、帰宅先と入所施設又はグループホームとが遠隔地であ

るため直ちに入所施設又はグループホームに戻ることも困難である場合等、市町村

が特に必要と認める場合は、支給決定を行うことは可能である。 

※ 併用した場合は、同日でグループホームと短期入所、あるいは、日中活動サービ

ス重複して請求することはできなため、事業所間での請求調整を行うこと。 

 

※ その他の解釈などは、基本的事項として取扱事務要領等を参照すること。 
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第７章 標準利用期間の取扱い 

１．標準利用期間の取扱い 

① 訓練等給付費の対象サービスの一部は、その支援を効果的に提供することを目的

とし、みだりに長期化ないように標準的な利用期間が設定されているため、標準

利用期間を超えた支給決定は、審査会の意見を聴取し、事業所等の計画案を勘案

して支給決定を行うことを原則とする。 

 

② 標準利用期間内の支給決定期間では、十分な成果が得られず、かつ、引き続きサ

ービスを提供することによる改善効果が具体的に見込まれる場合には、サービス

ごとに定められた標準利用期間の範囲内で、１年ごとに支給決定期間の更新が可

能である。 

 

③ なお、標準利用期間を超えて、さらにサービスの利用が必要な場合については、

市町村審査会の個別審査を経て、必要性が認められた場合に限り、最大１年間の

更新が可能である（原則１回）。ただし、就労定着支援については、３年間の標準

利用期間を超えて更新することはできない。（取扱事務要領等に基づく） 

 

（１）標準利用期間が設定されているサービス及びその期間 

①基本的な期間 

サービス名 期間 サービス名 期間 

自立訓練（機能訓練） １年６ヶ月 宿泊型自立訓練 ２年 

自立訓練（生活訓練） ２年 就労移行支援 ２年（※１） 

就労定着支援 ３年（※２） 自立生活援助 １年 

地域移行支援 １年 

※１就労移行支援（養成施設）にあっては、養成課程に応じ、３年又は５年とな

る。 

※２標準利用期間を超えて更新することはできない。 

 

②自立訓練（機能訓練）の例外 

(ア) 頸髄損傷による四肢の麻痺その他これに類する状態にある場合は、標準利用

期間を３年とする。 

(イ) 「これに類する状態」は、本市の取扱いにより、重度訪問介護の対象者要件を

満たす者とする。 

 

③自立訓練（生活訓練）及び宿泊型自立訓練の例外 

(ア) 取扱事務要領等において、長期入院又は入所をしていた者に係る期間は、３
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年とされている。 

(イ) 報酬算定に係る留意事項通知において、長期の考え方は、１年間以上にわた

り入院をしていた又は入退院を繰り返していた者で集中的な支援を特に要す

る者が対象であるため、以下のいずれにも該当する者を対象とする。 

1. 申請後に速やかに退院等を行う予定であること。※退院又は退所から一定

期間経過している者は除く。 

2. 当該退院等に係る入院等の期間が１年以上である又は退院等の日から１

年前までの範囲において入院等を行った回数が２回以上あること。 

 

（２）標準利用期間を超えて利用する場合 

① 非定型ケースとして取扱い、審査会の意見を確認する。 

② 既に一般就労している、あるいは、就労継続支援を利用している方で短時間

就労等の理由により、上記のサービスを利用している場合は標準利用期間を

超える更新はできないものとする。 

③ 更新理由が「日中に通所する場所が必要」、「利用者相互のかかわりが必要」

といった日中活動サービス全般に共通するような理由ではなく、当該サービ

スを継続して受けなければならない以下のような固有の理由が必要である。 

 

機能訓練 

リハビリや各種療法を実施しており、さらに継続する必要がある

こと。地域在宅生活に向けて具体的や調整や支援が必要である。そ

のための目標設定と達成度合い。 

生活訓練 

（宿泊型含む） 

地域、在宅生活に向けて具体的な社会生活上のスキルを学ぶ必要

があること、もしくは現在訓練中でさらに継続が認められること。 

就労移行支援 

更新時点で一般就労への具体的な見通しがあること。（採用が内定

している、職場実習中である、今後具体的な職場実習の予定がある

等） 

 

留意事項 

※ 自立訓練と就労移行支援に係る訓練等給付費の支給決定の取扱い 

自立訓練及び就労移行支援の利用については、生涯一度だけの利用を原則とする

ものではなく、例えば、障害者が自立訓練の利用を経て地域生活に移行した後、生

活環境や障害の状況の変化等により、再度、自立訓練の利用を希望し、その利用が

必要と認められる場合においては、再度の支給決定が可能な仕組みとしている。 

平成２３年３月２２日 主管課長会議資料 ３３ページより 

 

（３）利用期間の延長が必要だと認められる判断基準 

① 利用者が当該サービスの利用延長を希望しているか 



鶴岡市障害者（児）の障害福祉サービス等に関する支給ガイドライン 

 

 

 
30 

 

  

 

② これまでの支援内容が適切なものと認められるか 

・ 支援の内容、頻度等が適切なものであったか 

・ 利用者のステップアップが認められるか 

・ 段階に応じた支援計画の見直し又は定期的な見直しが行われているか。 

・ 関係機関や企業等との連携が認められるか 

 

③ 支援計画通りに支援を進められなかった（標準利用期間内に支援が完了しな

かった）やむを得ない理由があるか 

・ 利用者の傷病等により支援が中断した場合 

・ 実習等受入れ先企業等とのトラブルにより支援が中断した場合 

・ 家庭の事情等により一時的に支援が中断した場合 

・ 一般就労へ向けてより高度な知識・技能の習得が必要となった場合 

 

④ 今後の個別支援計画について、利用者本人の希望や意欲等を勘案し、目標の

達成が可能な支援内容となっているか。 

・ 利用期間延長により、就労又は地域での自立生活ができると見込まれるか。 

 

⑤ 延長が必要な期間が適切に設定されているか。 

・ 支援内容とスケジュールに整合性が認められるか。 

 

（４）利用期間延長に必要な書類 

① 障害福祉サービス等支給申請書 

② 別添様式１に掲げる資料 

③ 個別支援計画及びアセスメント票の写し（各事業所で作成しているもの） 

④ サービス担当者会議録 

⑤ 利用期間を延長した場合の個別支援計画案について作成し提出すること。 

 

（５）転入者が継続してサービスを利用する場合の取扱い 

転入前の市町村への情報提供依頼を行い、転入までの利用期間を確認し、標準利

用期間から当該利用期間を控除した期間で支給決定を行う。 

 

（６）サービス利用を中断した者が利用を再開する場合の取扱い 

転入者同様、前回の利用に係る期間を含めて、標準利用期間内の支給決定とする。 

 

（７）訓練の効果により一般就労した者等がリトライする場合 

自立訓練、就労移行支援等の利用により、自立生活、一般就労等を達成したもの
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の、心身状況の変化、就労への適用等の問題により、離職等をする場合が想定され

る。当該ケースに該当する者が再度のサービス利用を希望したときの原則的な取扱

いは、転入者同様、前回の利用に係る期間を含めて、標準利用期間内の支給決定と

する。 

前回の利用で既に標準利用期間を満了している場合は、以下の点が確認できる場

合に限り、標準利用期間を新たに設定する。 

① 前回の利用時における詳細なアセスメント、訓練課題、支援計画等 

② 就労等の継続が困難であった理由、課題等 

③ ①及び②を踏まえた明確なサービス利用の必要性、訓練課題、支援計画等  
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様式１ 

訓練等給付及び地域移行支援受給者の 
継続利用にあたって必要となる資料の確認シート 

 

※本票は受給者ごとに作成願います。 

利用者氏名 
 

受給者証番号  

利用者住所 
 

連絡先電話等  

 

事業者名 
 

担当者氏名  電話番号  

 

提出物（□にㇾ点してください。） 

標準利用期間を 

超えてサービスの 

継続利用を希望 

する場合 

(地域移行支援は 

給付決定期間) 

□ 理由書（様式２） 

□ 個別支援計画 

□ 個別支援計画のモニタリング票 

□ サービス等利用計画（基本的情報の記録を含む） 

□ サービス担当者会議の記録 

□ 利用期間延長にかかる個別支援計画（案） 

上記以外の 

サービスの継続 

利用の場合 

□個別支援計画 

□個別支援計画のモニタリング票 

※個別支援計画に基づく支援実績やサービス管理責任者によ

る評価がわかるもの 

  



鶴岡市障害者（児）の障害福祉サービス等に関する支給ガイドライン 

 

 

 
33 

 

  

様式２ 

訓練等給付（標準利用期間経過後の更新）又は 

地域移行支援（給付決定期間経過後の更新）に係る理由書 

事業所 
事業所名  電話番号  

記入者 職 氏名  

対象者 

氏名  受給者番号  

住所  電話番号  

支援区分 区分 利用サービス  

生年月日  年 月 日 年齢 歳 性別 男・女 

訓練等給付

に係る標準

利用期間経

過後の更な

る更新が必

要と認める

事業所の理

由 

(地域移行

支援におい

ては給付決

定期間後) 

 

利用者及び

家族等の更

新に対する

意向 

 

 上記について、事業者又は事業所として確認し、別添資料を添付の上、この理由書を提出

します。 

  年  月  日 

鶴岡市長あて 

事業者又は事業所 

所在地 

名称 

代表者氏名   ㊞ 

（代表者印又は事業所印で押印願います） 
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様式２ 

訓練等給付（標準利用期間経過後の更新）又は 

地域移行支援（給付決定期間経過後の更新）に係る理由書 

事業所 
事業所名 

就労系サービス事業所 

 ワークマン 
電話番号 12-3456-7890 

記入者 職 サービス管理責任者 氏名 鶴岡太郎 

対象者 

氏名 鶴ヶ丘 鶴子 受給者番号 ０８７６５４３２１ 

住所 鶴岡市馬場町 9番 26号 電話番号  

支援区分 区分 利用サービス  

生年月日 Ｓ４０年１１月１１日 年齢 ５１歳 性別 女 

訓練等給付に

係る標準利用

期間経過後の

更なる更新が

必要と認める

事業所の理由 

(地域移行支

援においては

給付決定期間

後) 

サービス開始当初は、通所することがなかなかできなかったが、通所の困難さにつ
いて本人からアセスメントし、検討や対応方法など、本人を含めてサービス事業所
及び家族で話し合いを行い、その内容に沿って、事業所内での支援及び家庭内での
支援を明確化させた。 
現在は、徐々にではあるが、通所することができるようになっており、最近は、指
定日に必ず通所することができるようになった。 
あわせて、就労のための支援として、事業所内での作業等にも積極的に参加するこ
とができるようになった。 
一つひとつの作業を言葉・絵・ジェスチャー等を織り込みながら、本人が一番理解
し易いものを見つけ、この方法以外にも一般生活で必要となる理解力の醸成に努
め、少しずつ、理解し始めているところである。 
現在は、上記の段階までの支援であったが、この対象者は、支援力の強化により潜
在的な能力があると見込んでおり、今後は職業訓練として実習や対人コミュニケー
ション力を付けさせることにより、就労が実現できるものと考えている。 
このため、企業実習に当たっては、障害者に理解のある企業やハローワークとの連
携を密にするとともに、当事業所内のスタッフ一体となった計画及び支援により本
人に対する実習等の課題への対処を行い、就労へ結び付けたいと考えている。 
併せて、社会人としての日常生活の確立に向けて、家族への生活上の支援を計画上
に位置付け、定期的（３ヶ月毎）な連絡体制により、社会生活及び日常生活の課題
を克服させたいと考えている。 
以上の内容から、今後１年をかけて実践できる対象者であると考え、更新の必要性
を切に希望するものである。 

利用者及び家

族等の更新に

対する意向 

就労に向けて本人も努力し家族の協力体制も整っているところである。母親は定期
的に施設を訪問し、支援計画の実施状況や課題について理解しており、家庭におい
ても社会性の定着のための協力を得ているところである。 
本人、家族ともに就労への意欲が高まっており、今回の継続について切に希望して
いるところである。 

 上記について、事業者又は事業所として確認し、別添資料を添付の上、この理由書を提出

します。                            年  月  日 

鶴岡市福祉事務所長 

事業者又は事業所所在地 

名称就労系サービス事業所 ワークマン 

代表者氏名 華族 独一人 ㊞ 

（代表者印又は事業所印で押印願います） 
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第８章 暫定支給決定期間の取扱い 

１．暫定支給決定の取扱い（児含む） 

（１）暫定支給決定の対象 

① 自立訓練（機能・生活・宿泊型）、就労移行支援事業、就労継続支援Ａ型 

② 就労継続支援Ａ型は、非雇用型であっても暫定支給決定の対象とする。 

③ 就労継続支援 B 型、基準該当自立訓練（機能・生活）の利用者は暫定支給の

対象としない。 

④ 暫定支給決定の要否については、利用者及びサービスごとに実施する。 

（例えば、暫定支給決定を経て「就労移行支援」を利用し、その後「就労継続

支援Ａ型」を利用する場合は、就労継続支援Ａ型の暫定支給決定を行う。） 

 

（２）例外的な取扱い 

暫定支給決定におけるアセスメントと同等のアセスメントが行われている場合

の特例 

① 就労移行支援（養成施設）を利用する場合 

就労移行支援（養成施設）の利用者については、施設において、あらかじめ

選考試験等により対象者が選考されるため、暫定支給決定を行わない。 

 

② 就労継続支援Ａ型事業者においてアセスメントを実施する場合 

特例的に省略するため、暫定支給決定が不要と判断するに足る能力評価等

の資料が必要であり、その確認ができない場合は、暫定支給決定を行う。 

【必要な書類等】 

(ア) 個別支援計画書 

(イ) 就労のアセスメントに係る資料 

（厚生労働省が定める「就労移行支援事業による就労アセスメント実施マ

ニュアル等の視点や様式等を参照） 

(ウ) 選考評価に係る資料等 

 

③ その他暫定支給決定を省略する場合 

サービスの利用を中断し、再度、同じサービスを利用する場合の支給決定

においては、暫定支給決定を省略する。 

転入者であって、転入前の市町村で暫定支給決定を経たうえでサービスを

利用している場合、当該サービスを本市で継続する際の暫定支給決定は省略

する。 
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（３）暫定支給決定期間の設定 

① 基本的な取扱い 

(ア) 暫定支給決定期間は、２ヶ月以内の範囲で市が個別のケースに応じて設定し、

本支給決定期間に暫定支給決定期間を含めて決定する。 

 

（４）暫定支給決定期間における評価結果報告及び対応 

  ① 報告の方法等 

(ア) 暫定支給決定期間満了日の約１４日前を目安として、事業者からモニタリン

グの結果報告をしてもらう。 

(イ) 利用者の利用開始が遅れた場合等は、当該利用契約期間を確認し、その期間

開始日から２ヶ月を目処として提出を勧奨する等の柔軟な対応を行う。 

(ウ) 評価結果報告は、利用開始時のアセスメント、個別支援計画及び暫定支給決

定期間中の支援実績を確認できる書類とする。 

 

② 結果報告を踏まえた対応 

(ア) 評価結果報告で「継続不可」となっているときは、利用者、家族、事業者等と

サービス利用調整に係る協議を実施する。 

(イ) 評価結果報告で「継続可能」となっていても、利用日数が極端に少ない場合等

は実績を確認し、改善の見込みがないと認められるときは、市内部において、

利用調整に係る協議を実施する。 

 

（５）本支給決定の取扱い 

本市は、本支給決定期間に暫定支給決定期間を含めて決定しているため、支給の

廃止を行わない限り、改めて本支給決定に係る手続きを行わない。 

ただし、暫定支給決定期間の評価結果報告（モニタリングの報告）は必須である。 

改めて暫定支給決定によるアセスメントを要しないものと市町村が認めるとき 

① 暫定支給決定される期間である２か月以内に、就労移行支援事業所が行う就労アセスメント

と同等のアセスメントが行われていること。（１週間程度の就労アセスメントではないこと） 

② 就労移行支援事業所が行うアセスメントは、厚生労働省から発出されたマニュアルに基づい

て実施したものであること。 

（就労移行支援事業所による就労アセスメント実施マニュアル（平成２７年４月２２日）） 

 

参照通知 

就労移行支援及び就労継続支援（A・B 型）における適切なサービス提供の推進について 

（障障発０３３０第１号平成２８年３月３０日厚生労働省通知） 
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第９章 就労継続支援にかかる支給決定の更新 

１．就労継続支援にかかる更新の取り扱い 

 取扱事務要領等によれば就労継続支援にかかる支給決定の更新に当たっては以下

のとおりとされている。 

 

就労継続支援Ａ型、Ｂ型ともに「通常の事業所に雇用されることが困難な障害者」と

されていることから、更新の段階で協議会や障害者雇用支援合同会議等において、そ

れまでの利用実績、サービス管理責任者による評価等を踏まえ、一般就労や他の事業

の利用の可能性を検討し、更新の要否を判定する。（取扱事務要領９４～９５ページ） 

 

① 本市の取り扱い 

 通常の事業所に雇用されることが困難な障害者であると判断できる場合につい

ては、障害者地域自立支援協議会（以下「協議会等」という。）においての更新の

要否判定は行わず、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法

律施行規則（平成１８年厚生労働省令第１９号）第１２条に規定する事項、障害

福祉サービスの利用意向及びサービス等利用計画に基づくモニタリング、利用事

業所の個別支援計画、モニタリング等を勘案して支給決定するものとする。 

勘案事項整理にあたっては、第 7 章の様式１を利用するものとする。 

 ただし、協議会等の就労に関する部会において、就労系サービスのあり方、あ

るいは、一般就労や他事業の利用の可能性を検討する体制が構築された場合は、

この限りではない。 

 

２．一般就労している障害者の日中活動系サービスの利用 

○障害福祉サービスに係る国Ｑ＆Ａ（h19.12.19） 

問８一般就労に移行した利用者が、当該就労を行わない日に日中活動サービスを利用

することができるか。 

（答） 

(ア) 基本的に、障害福祉サービス事業所等の利用者が一般就労へと移行した場合、

その後は日中活動サービスを利用しないことが想定されている。 

(イ) しかし、現実としては非常勤のような形態によって一般就労する利用者もおり、

このような利用者については、一般就労を行わない日又は時間に日中活動サー

ビスを利用する必要性がある場合も考えられることから、以下の条件を満たし

た場合には、日中活動サービスの支給決定を行って差し支えないこととする。 

① 一般就労先の企業の中で、他の事業所等に通うことが認められている場合 

② 当該利用者が日中活動サービスを受ける必要があると市町村が認めた場合 

(ウ) この件については、特に日中活動サービスを受ける必要のない者もいると考え



鶴岡市障害者（児）の障害福祉サービス等に関する支給ガイドライン 

 

 

 
38 

 

  

られることから、各市町村は利用者の状態によって、その必要性について精査

した上で、決定しなければならない。 

 

（１）一般就労している障害者の日中活動系サービスの利用に係る鶴岡市の取り扱い 

国のＱ＆Ａを踏まえ、「市町村が認める場合」について、下記のとおり取り扱いを

することとする。 

① 利用できるサービス 

就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型、自立訓練、生活介護 

② 利用条件 

一般就労先の企業の中で、他の事業所等に通うことが認められている場合で、

かつ、次の（ア）・（イ）の条件をすべて満たす場合日中活動サービスの支給を可

能とする。なお、就労継続支援の対象者は、一般就労が困難な障害者であること

から、就労継続支援のサービスを受給したい場合においては、一般就労の事業所

を休業中であること。 

(ア) Ａ勤務先の勤務時間が「週２０時間未満の場合」もしくは、 

Ｂ「２０時間以上３０時間未満の場合で週４日以内の勤務日数の場合」 

(イ) 施設の利用時間が１回あたり３時間以上利用可能な場合 

③ 利用日数 

Ａの場合：週５日まで利用が可能（月あたりは「月の日数－８日」）。 

Ｂの場合：週あたり「５日から勤務日を控除した日数」の利用が可能（例：週３日

勤務の場合は、週２日。月あたりでは週の回数×４．５週） 

※Ａ、Ｂも共に１回あたり施設の利用が３時間以上利用可能な場合のみ 

④ 手続き 

別紙「一般就労している者の日中活動サービス利用に係る協議書」を利用予定

施設・事業所が作成し、利用者の障害福祉サービスの申請時に併せて福祉事務所

長へ提出する。 

 

⑤ 留意事項 

(ア) 就労系の施設・事業者において一般就労している利用者を受け入れる場合に

おいては、一般就労のアフターフォローや余暇的な利用だけでなく、訓練目

的をもって個別支援計画に基づく支援を実施すること。 

 

(イ) 就労移行支援・自立訓練等標準利用期間が設定されている事業については、

一般就労をした利用者を受け入れることをもって、標準利用期間をこえる更

新をすることはできないこと。 
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様式３ 

一般就労している者の日中活動サービス利用にかかる協議書 

  年  月  日 

鶴岡市福祉事務所長 様 

（届出者） 

所在地  電話番号  

事業所名  事業所番号  

事業種別  施設長・管理者        印 

一般就労している次の者の日中活動サービス利用について下記のとおり協議します。 

ふ り が な  
生年月日 年  月  日 

対 象 者 氏 名  

住 所  電話番号  

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 受 給 者 証 有（番号：             ） ・ 無 

就 労 先 

企 業 名 
 

就 職 

年月日 
年  月  日  

住 所  電話番号  

勤 務 日 と 

日 中 活 動 

サ ー ビ ス 

利 用 予 定 日 

曜日 勤務先の勤務時間※１ 施設（事業所）利用予定時間※２ 

月 ：  ～  ： ｈ ：  ～  ： ｈ 

火 ：  ～  ： ｈ ：  ～  ： ｈ 

水 ：  ～  ： ｈ ：  ～  ： ｈ 

木 ：  ～  ： ｈ ：  ～  ： ｈ 

金 ：  ～  ： ｈ ：  ～  ： ｈ 

土 ：  ～  ： ｈ ：  ～  ： ｈ 

日 ：  ～  ： ｈ ：  ～  ： ｈ 

計 週［  ］日 ［  ］時間※３ 週［  ］日利用予定※４ 

勤務先企業等が当該日中活動サービス 

事業所の利用を承認しているか 
□ 承認を受けている □ 承認を受けていない 

日中活動サービスの利用が必要な理由について（具体的に記載。スペースが足りない場合は別紙で可） 

 

 

 

 

 

 

※１ 左欄は始業・終業時間を、右欄は休憩時間を除く勤務時間数を記載してください。 

２ 左欄はサービス利用開始・終了時間（予定）を、右欄は利用時間数を記載してください。 

３ 「週 20 時間未満の場合」（Ａ）、もしくは「週 4 日以内の勤務日数で週 20 時間以上 30 時間未満」（Ｂ）の

場合に限り、日中活動サービスの利用が可能です。 

４ 1 回あたり３時間以上サービス利用される場合に限られます。また、３の（Ａ）の場合は、週 5日まで利用

が可能。（Ｂ）の場合は、「５日から勤務日を控除した日数」の利用が可能です。 
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第１０章 支給決定及び支給量関係 

１．申請日と適用日の整理 

①新規申請の場合 

(ア) 申請日は、申請書を受理した日とする。 

(イ) 適用日は、申請日以降であって、サービスの利用を開始する日とする。ただし、

サービスの利用を開始する日が翌月の場合は、翌月の初日とする。 

留意事項 

I. 適用日は、利用者と事業所との契約日ではない。また、適用日を申請日以前に

遡ることはできない。 

 

②変更・更新申請の場合 

(ア) サービスの内容等の変更で申請した場合は、上記①の取り扱いと同様とする。 

(イ) 支給量の変更で申請した場合、原則として、翌月の初日が適用日となる。（支給量

は月単位の決定のため） 

(ウ) 支給量の変更で申請した場合で、かつ、変更決定にかかる障害者等の心身の状況

や介護を行う者の状況等から緊急に支給量を変更する必要がある場合は、変更の

申請があった当該月の初日から適用する。したがって、適用日が申請日を遡る場

合がある。（例えば、介護者である母が急に入院したため、居宅介護の時間数を調

整変更する必要になった場合が想定される。） 

 

③利用者負担の更新申請の場合 

(ア) 利用者負担の適用日は、原則として、申請書が提出された月の翌月の初日とする。 

(イ) 主たる生計者等の状況が変動し大幅な収入減となる場合は、世帯の状況が把握で

きる書類を添付の上、速やかに変更の届け出をしてもらい、負担上限額の変更が

ある場合は、翌月の初日から適用（変更）を行う。ただし、申請日が月の初日で

ある場合は、当該月の初日から変更する。 

 

２．支給申請書に添付する書類 

① 収入額がわかる書類（医療型個別減免、施設入所支援利用の場合のみ） 

 １８歳以上の場合…本人の収入額がわかるもの 

 １８歳未満の場合…世帯全員の課税状況がわかる書類 

 年金証書、振込通知書、手当の証書等 

 工賃等の就労収入額の証明書 

 源泉徴収票 

 課税・非課税証明書 

 特別障害者手当等の手当の額がわかる書類 
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 国民健康保険の保険料などを納付した証明書等 

② 受給者証 

 

③医師の診断書 

介護給付又は訓練等給付（共同生活援助で介護認定を必要とする場合） 

 医師の診断書が必要と思われる場合（障害者手帳を所持していない場合等）

のみに添付することとし、更新申請等にあっては原則不要とする。 

 新規申請または障害支援区分の更新時の場合は、認定調査において医師意見

書の交付を受ける場合は添付を省略できる。 

 

３．障害支援区分の有効期限とサービスの有効期限の関係 

① 原則は、障害支援区分の終了日に合わせる。 

 

② 訓練等給付のみの利用者が介護給付を利用するにあたり障害支援区分が認定され

た場合は、障害支援区分の終了日に合わせる。 

 

③ 施設入所支援、共同生活援助、生活介護と訓練等給付（自立訓練、就労移行支援

又は就労継続支援）を併用する利用者にあっては、訓練等給付の終了日に合わせ

る。（施設入所支援を除くサービスと自立訓練、就労移行支援との併給については、

３年支給決定せず、訓練等給付の終了日に合わせる。この場合の利用者負担の更

新は、訓練等給付の更新月に行うものとする。） 

 

④ 変更後の支給量が適用される期間（有効期間）は、変更前の支給量に係る支給決

定の有効期間の末日までとする（支給決定の有効期間は変更されない。）。 

 

⑤ 高等学校等卒業後のサービス利用にあたっては、有効期間の終月を誕生月に合わ

せるものとする。（標準利用期間の設定されたサービス利用者を除く。） 

 

⑥ 介護保険優先となる者の介護給付等の支給決定期間は、１年以内とする。 

 

 

４．訪問系サービスの標準利用時間数 

サービス １回あたりの標準利用可能時間数 備考 

居宅介護 
身体介護３０分単位で３時間まで 

家事援助３０分単位で１．５時間まで 

月当たりの利用量に応じ

て決定すること。 

重度訪問介護 ３０分単位で必要時間数 
月当たりの標準利用量は

要綱のとおり（次ページ） 
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サービス １回あたりの標準利用可能時間数 備考 

同行援護 

（身体介護を 

伴う場合） 

３０分単位で必要時間数 
月当たりの標準利用量は

要綱のとおり（次ページ） 

同行援護 

（身体介護を 

伴 わ な い 場

合） 

３０分単位で必要時間数 
月当たりの標準利用量は

要綱のとおり（次ページ） 

行動援護 ３０分単位で必要時間数 
月当たりの標準利用量は

要綱のとおり（次ページ） 

 この基準を超えて支給決定する場合は、非定型の支給決定として審査会に諮るもの

とする。 

 

５．要綱に基づく支給量 

サービスの種類 障害支援区分 基本支給基準 
特例対象者基準 

１００分の１５０ 

居宅介護 

区分１ ２,９３０ ４,３９５ 

区分２ ３,７９０ ５,６８５ 

区分３ ５,５８０ ８,３７０ 

区分４ １０,４８０ １５,７２０ 

区分５ １６,７８０ ２５,１７０ 

区分６ ２４,１５０ ３６,２２５ 

障害児 ９,４２０ １４,１３０ 

重度訪問介護 

区分３ ２１,５００ ３２,２５０ 

区分４ ２６,９２０ ４０,３８０ 

区分５ ３３,７４０ ５０,６１０ 

区分６ ４８,１１０ ７２,１６５ 

介護保険対象者 １６,０２０ ２４,０３０ 

同行援護 
障害支援区分の有

無・程度に関わらず 
１２,７３０ １９,０９５ 

行動援護 

区分３ １４,７９０ ２２,１８５ 

区分４ １９,９３０ ２９,８９５ 

区分５ ２６,５００ ３９,７５０ 

区分６ ３４,４４０ ５１,６６０ 

障害児 １８,８２０ ２８,２３０ 
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サービスの種類 障害支援区分 基本支給基準 
特例対象者基準 

１００分の１５０ 

重度障害者等包括支援 区分６ ８５,７５０ １２６,１０５ 

重度包括支援対象者で

居宅介護等を利用する

場合 

区分６ ６９,８３０ １００,０９５ 

介護保険対象者 ４２，５６０ ５０,５９５ 

短期入所 
区分１から区分６

まで（障害児含） 
７日 

１４日 

入所支援等特別な

場合３１日 

児童発達支援 及び 

放課後等デイサービス 
障害児 ２３日 ２７日 

☆ この基準は、要綱に基づき国庫負担基準の改定に伴って変更する。 

① この基準を超えて支給決定する場合は、非定型の支給決定として審査会に諮るも

のとする。 

② 標準利用時間を定めたことにより、訪問系の支給決定にあたっては、支援に必要

な利用時間や回数を精査して決定すること。（受給者証に利用時間数を載せる） 

 

６．特例対象者 

前述５の特例対象者とは、以下のとおりとする。 

① 共同生活援助を利用していない者で単身生活をしている者 

② 家庭内において、介護者が疾病や高齢、障害等により介護力が低下している世帯

に属する者 

（例えば、介護者の年齢、介護者の在宅時間、介護者の健康状態等を勘案すること） 

③ その他勘案されるべき内容が、市長が必要と認める世帯 

 

７．共同生活援助に係る受託居宅介護サービスの支給基準 

 受託居宅介護サービスの支給量については、当該支給申請を行う者の心身等の状況

を勘案し、（１）に掲げる支給標準時間の範囲内で決定する。 

（１）支給標準時間  （１か月あたり） 

障害支援区分 標準時間 

区分２ １５０分 

区分３ ６００分 

区分４ ９００分 

区分５ １，３００分 

区分６ １，９００分 
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（２）共同生活援助に係る「非定型」の判断基準 

 取扱事務要領等６８・６９ページのとおり 

 

８．非定型ケースの取り扱い 

（１） 基準を超える支給量が必要な場合や想定外のサービス利用等においては、次

の資料を添えて審査会の意見を聴取し、支給決定を行うものとする。なお、暫定

支給決定されるサービス等標準利用期間が定まっているものについては、第７章

に記載してある資料を添付する。 

 

① 認定調査票 ② 概況調査票 ③ 計画案 ④ 勘案事項整理票 

 

＜非定型の判断基準と勘案すべき内容（勘案事項整理票に記載事項含む）＞ 

① 支給量を決定するにあたり考慮する要素 

～生活状況～ 

(ア) 自宅に浴室がない住環境にあり、入浴に非常に手間を要する者 

(イ) 長期間の入所又は入院状態から退所又は退院するにあたり、一時的に多くの

支給量が必要な者 

(ウ) 単身者や同居家族に要介護者がいる世帯 

(エ) 単身世帯又は介護者がいない世帯（前号に該当する場合を除く） 

～身体的状況～ 

(ア) 住居内において車いすによる移動が不可能で、常に抱えての移動が必要な者

（車いす利用者に限る） 

(イ) 体重、体格、麻痺等の状況から、移乗等に際して介護者１人での対応が困難で

あり、介護者２人での対応が必要な者 

～危険な行為等～ 

(ア) 行動障害やその他の危険な行為がある場合 

(イ) その他考慮が必要な要素がある場合 

i. 時間を要するコミュニケーション支援が必要な者 

ii. 医療的な介護（単なる服薬管理が含まない。）が必要な者 

iii. 体温調節や体位変換等のため、夜間介護が必要な者 

iv. 家族の急な事故や疾病による場合、やむを得ず施設入所が必要な場合、療

育の必要性が高い場合又はその他市長が特に必要と認める場合で、基本基

準量等に定める支給量では著しく不都合が生じる者 

 

（２）支給量が、基準支給量を超えるか又は既に基準支給量を超えた支給となってい

る場合において、決定を受けている支給量が直近の審査会までに不足することが

明らかで、次の要件のいずれも満たすときは、審査会で審議することなく支給量
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の変更を決定する。 

   その後、これを次回の審査会に報告し、意見聴取の上、必要に応じ支給量を変

更しなければならない。 

①切迫性 

利用者又は介護を行う者の状況等が疾病等による体調の変化、又は就労、

葬祭等による環境の変化などの要因により、支給決定における勘案事項調査

時と変化が生じ、支給量を変化しなければ利用者が日常生活に支障をきたす

ことが明らかな場合 

②非代替性 

現に使っているサービス以外の障がい福祉サービスやその他の方法による

支援を検討した上で、それでもなおサービス支給量の拡大以外に代替する支

援の方法がない場合 

 

９．特別地域加算の対象地域 

 本市の取り扱いは、以下の地域のとおりとする。 

特別地域加算対象地域 

地域名 理由 

田川地区、豊浦地区、加茂地区 特定農山村地域  

旧羽黒町全域 特別豪雪指定地域 

旧櫛引町全域 特別豪雪指定地域 

旧朝日村全域 振興山村地域・特定農山村地域・特別豪雪指定地域 

旧温海町全域 特定農山村地域・振興山村地域（一部） 

旧藤島町全域及びその他の旧鶴岡市等地域については、特別地域加算の対象ではな

い。 

① 田川地区（田川、少連寺、関根、東目、坂野下、砂谷、大机） 

② 豊浦地区（三瀬、由良、小波渡、堅苔沢、由良一丁目、二丁目、三丁目） 

③ 加茂地区（加茂、今泉、油戸、金沢） 

参考 

法に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要する費用の

額の算定に関する基準等に基づき厚生労働大臣が定める地域 

(平成２０年３月３０日 厚生労働省告示第１７６号) 

１離島 該当しない 

２奄美群島 該当しない 

３特別豪雪 羽黒町全域、朝日全域、櫛引全域（S46.10.2 指定） 

４辺地 中山、矢引、西沼、東茨、中川代、川代山、桜ヶ丘、宝谷、たらの

き代、鱒渕、大鳥、松沢、田麦俣、大平、小名部、関川、小国、峠

ノ山、山五十川、戸沢、菅野代 （指定日不明） 
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５振興山村 田川（S47.2.3）山戸、福栄（S48.3.5）朝日全域（S43.12.28） 

６小笠原諸島 該当しない 

７半島 該当しない 

８特定農山村 田川地区、豊浦地区、加茂地区、朝日全域、温海全域 

９過疎地域 第３３条第１項のみなし該当のため、該当せず 

１０沖縄離島 該当しない 

 

１０．障害児の者のみの障害福祉サービス利用の取り扱い 

児童福祉法第６３条の２及び第６３条の３の規定に基づき、１５歳以上１８歳未

満の障害児から、施設入所支援と訓練等給付の利用希望があった場合は、児童相談

所長、または、精神保健福祉センター長の意見書が必要であるため、次ページ様式

を参照して意見書を求めるものとする。 

なお、就労移行支援事業を利用するにあたっては、県より以下の通知がなされて

いる。要様式等参照のこと。「就労アセスメントを希望する特別支援学校等在籍者に

対する就労移行支援事業の利用に係る児童相談所長の意見について」（平成２７年

５月１２日付け障第２１９号県通知） 

意見書等により障害福祉サービスを利用することが適当であると認められた場

合の支給決定にあたっては、当該児童を障害者とみなし、障害者の手続に沿って支

給の要否を決定する。 

 

１１．障害児通所支援の支給決定に関する取扱い 

障害児通所給付費（放課後等デイサービス、児童発達支援）の支給量の上限は、

厚生労働省の通知（「障害児通所支援の質の向上及び障害児通所給付費等の通所給

付決定に係る留意事項について（障障発0307第１号 平成28年３月７日）」）を

受けて一月当たり原則23日（当該月の日数から8日を控除した日数）となる。 

現在、23日を超えて支給決定を受けている方は、更新の際に原則として支給量が

一月当たり23日となる。 

ただし、障害児の状態等（家族が病気、仕事等の理由やレスパイトを含まな

い。）に鑑み、療育訓練等の必要性があると認める場合は、上限を超えて支給す

る。 

家族が病気や仕事等の理由やレスパイト等の場合は、原則、日中一時支援事業を

利用するものとする。 

上限を超えて一月当たり24日以上の支給を希望する場合は、更新の際に障害児支

援利用計画にその必要性を明記すること。 

上限を超えての支給の可否を決定は、要綱第３条第４項第２号に基づくため、審

査会の意見を聴取せず、利用支援計画を検証し、勘案事項を整理したうえで支給決

定の可否を判断する。 
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様式４ 

福 発 第     号 

  年  月  日 

 

 児童相談所長 様 

 

鶴岡市福祉事務所長 

 

児童の障害福祉サービス利用に関する意見書について（依頼） 

 

日頃より、当市の福祉行政につきましてご理解とご協力を賜り感謝申し上げます。 

さて、下記対象児童（保護者）から障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（以下「法」という。）に基づく障害者のみを対象とする福祉サービス

の利用希望がありましたので、児童福祉法第６３条の２及び３に基づき貴所より意見

を求めるものです。 

 

記 

対象児童名  生年月日（年齢）  

保護者名  続柄  

住所  

意見を 

求める理由 
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第１１章 障害支援区分の認定 

法に基づくサービスの支給決定に当たっては、障害者等の障害の多様な特性、そ

の他心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示すものとし

て、障害支援区分認定の仕組みが組み込まれている（障害者のみ）。 

 

１．みなし区分認定 

本市においては、緊急やむを得ない理由がある場合は、一次判定をもってみなし

区分認定とし、支給決定を行うことができる。 

みなし区分については、それ自体が正式な区分であり、その後認定された障害支

援区分の結果と異なる場合であっても、利用者負担や報酬の差額を清算することは

できない。 

これによりがたい場合は、特例給付費の制度（取扱事務要領 １２８ページ参

照）を利用するものとする。 

 

留意点 

① みなし区分の認定は、特例措置として設けるものであり、積極的な取り扱いを

するものではない。 

② 緊急やむを得ない理由とは、早急にサービスを利用しなければ生命維持活動が

できない場合、あるいは、生活に多大な支障をきたす等の場合やサービスを利

用しなければ他者に被害の恐れがあるなどを想定している。 

①切迫性 

利用者又は介護を行う者の状況等が疾病等による体調の変化、又は就労、

葬祭等による環境の変化などの要因により、支給決定における勘案事項調査

時と変化が生じ、支給量を変化しなければ利用者が日常生活に支障をきたす

ことが明らかな場合 

②非代替性 

現に使っているサービス以外の障がい福祉サービスやその他の方法による

支援を検討した上で、それでもなおサービス支給量の拡大以外に代替する支

援の方法がない場合 

③ 一次判定するには、障害支援区分の認定調査や医師意見書が必須となってい

る。 

④ 認定調査が行われていない場合や医師意見書が整わない場合、あるいは、計画

案が作成されていない場合等、本来支給決定するにあたって、必要な書類が整

っていない場合は、みなし区分は認定できない。 
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２．認定の有効期間の開始日と終了日 

① 障害支援区分の開始日は、審査会が月末に行われていることから、翌月の初日と

する。ただし、みなし区分認定が行われた場合は、サービスを利用する月の初日

とする。 

② 障害支援区分を認定した結果、支給決定は却下となる場合においても障害支援区

分の認定自体は有効である。 

（例えば、生活介護の利用を申請したが区分が３以下となり却下となるような場

合であっても障害支援区分の認定自体は有効となる。） 

③ 本人の申し出により廃止あるいは停止されている場合においても障害支援区分の

認定自体は有効とする。 

（例えば、生活状況や介護を行う者の状況が変化し再利用が考えられるが、この

場合においても有効期間内であれば、再度認定調査は行わず、勘案事項の聴き取

りにおいて生活状況や介護を行う者の勘案するものとする。なお、勘案において

区分の変更が必要と判断した場合は再度認定調査を行うことは差支えない。） 

 

３．障害支援区分の変更認定 

① 支給量等の変更に伴う障害支援区分の変更 

居宅介護等の訪問系サービスにおいて支給量の変更申請があった場合で区分

に応じた支給限度を超える場合は、障害支援区分の変更を行うことができる。 

 

② 障害支援区分のみの変更 

変更申請によらない障害支援区分のみの変更は、変更事由にあたらないため、

申請行為自体認められないものである。したがって、障害支援区分のみの変更は

できない。 

しかしながら、取扱事務要領等（県のＱ＆Ａ 平成１８年６月）によれば、 

 

障害程度区分の変更は、職権若しくは支給量の変更申請に基づき支給決定の変

更を行う場合、又は新たなサービス種類の支給申請があった場合に、必要に応じ

て行うこととされている。 

したがって、これらの申請があった場合は、申請者等から支給量の変更や新た

なサービス種類が必要となった状況を聴きとった上で、市町村が、決定に際し改

めて障害程度区分の認定が必要と判断する場合は、適宜行うこととされたい。 

（山形県 障害者自立支援法関係Ｑ＆Ａ 平成１８年６月２６日付） 

※障害程度区分は平成２６年度から障害支援区分となっている。 

 

職権で行う場合もあるとの見解から、申し出が以下のすべてにおいて勘案すべ

き事項がある場合は、職権により、障害支援区分の認定手続き（審査会を含む）
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を行うものとする。 

提出書類 

(ア) 障害者本人、又は保護者等介護者からの申し出があること（変更申請） 

(イ) 障害者本人に起因する事由があること（理由書に記載） 

(ウ) 区分を変更する理由書（任意様式） 

(エ) 個別支援計画、モニタリング票（支援状況がわかるもの） 

(オ) サービス調整会議やケース会議の記録 

(カ) その他市が必要とする書類 

 

４．勘案事項の聴き取り等 

① 取扱事務要領５８ページから６７ページを参照の上、勘案事項整理票は市が

作成する。 

特に、利用要件、該当要件、介護者の状況、他法によるサービスの利用状況、

利用者の利用意向などは更新時に確認し、具体的内容に記載しすること。 

（※「継続利用」のみの記載は避ける。） 

 

② 委託先の報告以外に勘案すべき事項があるときは、市が本人及び保護者や養

護者などに聞き取りを行うものとする。 

 

③ 施設入所支援を希望する場合、入所調整会議に諮る必要があるが、入所調整

会議の資料で、障害支援区分認定調査項目に類似する調書（旧法のＡＤＬ等

の調査書等）の聴き取りについては、障害支援区分認定調査の委託先に作成

依頼するものとする。 

 

④ 施設入所支援の施設入所調整会議資料の勘案事項整理票は、市が作成するも

のとする。 

※本市においては、障害者支援区分の認定調査項目の聴き取りについて委託

されているので、委託先からの報告事項（概況調査、区分認定調査票）を勘案

事項整理票に転記あるいは添付することができるものとする。 
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第１２章 相談支援の実施 

１．相談支援について 

（１）サービス内容 

(ア) 基本相談支援 

障害者等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言、併せてこれらの者と

市町村及び指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整等の他、必要な便宜を

供与する支援を行う。 

(イ) 計画相談支援（国の参考様式、ただし、必要項目記載の場合様式不問） 

次のサービス利用支援及び継続サービス利用支援を行う。 

① サービス利用支援（計画作成） 

支給決定前に、指定特定相談支援事業所が計画案を作成。計画案の審査（参

考）による支給決定後に、指定特定相談支援事業所がサービス提供事業者等

との連絡調整（サービス提供事業者探しを含む。）等を行う。 

② 継続サービス利用支援（モニタリング） 

指定特定相談支援事業所が、一定の期間ごとに、計画案の実施状況の把握・

検証を行い、必要に応じて計画の見直しを行う。 

 

（２）対象者要件 

(ア) 障害福祉サービスの申請（新規・変更・更新に係るもの。以下同じ。）に係る

障害者又は障害児の保護者 

(イ) 地域相談支援の申請に係る障害者 

 

【留意点】 

① 介護保険におけるケアプランの作成対象者は、原則として計画作成対象外とし、

計画案の作成を求めない。（障害福祉サービス固有のものにより、特に計画が必要

と認める場合は計画作成対象となりうる） 

② 地域生活支援事業（移動支援、訪問入浴、日中一時支援、地域活動支援センター

（デイサービス））のみの利用者は、計画作成対象外とし、計画案の作成を求めな

い。 

③ 障害福祉サービスと地域生活支援事業の併給の場合は、計画作成の対象となり、

指定特定相談支援事業所が一体的に計画を作成する。 

④ 利用者（家族や支援者を含む。）が、自ら計画を作成する「セルフプラン（国の参

考様式、ただし、必要項目記載の場合様式不問）」を希望する場合には、当該セル

フプランを勘案し、支給決定を行う（この場合、報酬の対象とはならず、モニタ

リングも不要となる。）。 
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（３）指定特定相談支援事業所から支給決定機関へ提出する様式と時期 

 申請者の現状 

（週間表含む） 

計画案 

（週間表含む） 

計画 モニタリング

報告書 

申請時 

（新規・変更） 

◎ 

支給決定が 

行われる前 

（計画案と同

時） 

◎ 

支給決定が 

行われる前 

  

支給決定後 

  ◎ 

サービス担当 

者会議前まで 

 

モニタリング後 

（更新・変更※） 

   ◎ 

モニタリング 

が行われた翌 

月１０日まで 

☆ すべて写しで可 

※ 支給量の変更等軽微な変更について場合はモニタリングのみ。また、更新時に新

たなサービスを利用する等大きな変動があった場合は、新規申請時と同じように

現状・計画案の提出を求める。 

 

（４）モニタリング期間 

モニタリング期間については、市が指定特定相談支援事業者の提案（計画案に記

載されたモニタリング期間案）を踏まえて、以下の勘案事項及び判断基準を勘案し

決定する。障害福祉サービス受給者証には、モニタリング期間が記載される。 

(ア) 勘案事項 

① 利用者等の心身の状況 

② 利用者等の置かれている環境 

（例） 

i. 地域移行等による住環境や生活環境の変化 

ii. 家族の入院、死亡又は出生等による家庭環境の変化 

③ 総合的な援助の方針（援助の全体目標） 

④ 生活全般の解決すべき課題 

⑤ 提供されるサービスの目標及び達成時期 

⑥ 提供されるサービスの種類、内容及び量 

⑦ サービスを提供するうえでの留意事項 
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(イ) モニタリング期間・月を変更する場合 

利用者が承諾していることが必須である。 

指定特定相談支援事業者又は指定障害児相談支援事業者は、様式５を使い、変

更する期間・月、モニタリングの必要性、または、モニタリング期間の短縮また

は延長する理由を記載し市に提出する。 

市は、提出された様式５やアの勘案事項を検討したうえでモニタリング期間を

定め、取扱事務要領等に定める通知書にて利用者に通知する。 

 

（５）判断基準・期間 

取扱事務要領等に基づき、モニタリング期間を設定することとする。ただし、判

断基準及び具体例に当てはまる者であっても、必ずしもその期間で設定しなければ

ならないものではなく、利用者の状況に応じて適切な期間を設定するものとする。 

 

例） 

サービス量も少なく、状態も安定しているため、毎月のモニタリングが不要な者 

⇒モニタリング期間をサービス利用の開始当初から６ケ月ごとで設定 

 

○ 状態に波があり、定期的な見守り等が必要であり、毎月ほどではないが隔月、

あるいは、３か月ごとのモニタリングが必要な場合等 

○ 就労や社会参加のために能力の向上等必要な訓練を行っている者 

○ 生活習慣等を改善するための集中的な支援の提供後、引き続き一定の支援が必

要である者 

○ 障害福祉サービスのみ利用している６５歳以上の者 

○ 利用する指定障害福祉サービス事業者の頻繁な変更やそのおそれのある者 

⇒モニタリング期間を２か月、３カ月、４か月等適宜勘案し設定 
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（様式５） 

年   月   日 

 

鶴岡市福祉事務所長 様 

 

 

                       

 

 

 

 

モニタリング実施期間・実施月変更理由書 

 

下記の者のサービス利用に係るモニタリング実施期間・実施月を変更する理由は次のとおりで

す。 

 

受給者番号 
 

利用者名   

当初実施予定期

間・実施予定月 

    年     月   ～    年    月 

実施予定月（                     ） 

変更後実施期

間・実施月 

    年     月   ～    年    月 

実施予定月（                     ） 

理   由 

□ 利用者側都合 

□ 事業所側都合 

□ その他 

※上記の内容を具体的に記載して下さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 業 所 番 号            

事 業 所 名  

担当相談支援専門員名  
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第１３章 障害福祉サービス等の留意事項 

１．居宅介護について 

下記の①～③のいずれかに該当し、かつ、対象者や保護者（障害児の場合等）の同

意がある場合は、２人のヘルパーから支援を受けることができる。 

① 対象者の身体的な理由により、１人のヘルパーによる介護が困難であると認め

る場合 

② 暴力行為、著しい迷惑行為、又は、器物破損行為等があると認める場合 

③ 対象者の状況等から判断して、上記のア又はイに準ずると認める場合 

 

（１）具体的なサービス内容 

(ア) 身体介護 

居宅において、利用者の身体に直接触れながら行う必要な介助をいう。 

衣服着脱の介助 更衣に係る一連の動作の介助 

食事の介助 配膳を含む食事摂取に係る一連の動作の介助、自助具の装着、食

事姿勢の保持、食事を刻む等、及び嚥下の見守りの介助 

はみがき、洗顔

等の介助 

口腔清潔、洗顔、整髪等に係る一連の動作の介助、またはその促

し、後始末の介助 

排せつの介助 促し、トイレへの移動及び排尿・排便動作、後始末の介助 

オムツ、カテーテル、導尿、摘便に係る介助 

移乗の介助 車椅子、ベッド間等の移乗の介助 

入浴の介助 浴室への介助、浴室内での一連の洗身及び移動の介助、部分的な

洗身及び洗い直し、入浴後の必要な介護 

寝返りの介助 じょくそう防止等のための体位の交換のための介助 

水分補給の介助 飲水の促し、適正な飲水量の調整、飲水に至る介助、嚥下の見守

り及び必要な対応（服薬がある場合、薬の準備を含む） 

特段の専門的配

慮をもって行う

調理 

介護保険制度の要件（「厚生労働大臣が定めるもの」平成１２年

２月１０日厚生省告示第２３号）と概ね同様）をいずれも満たす

場合に身体介護として支給できる。 

１調理の対象が特別食であること 

（医師の発行する食事せんに基づき提供された適切な栄養量及

び内容を有する腎臓食、肝臓食、糖尿食、胃潰瘍食、貧血食、

膵臓食、高脂血症食、痛風食、フェニールケトン尿症食、楓（か

えで）糖尿症食、ホモシスチン尿症食、ガラクトース血症食、

嚥下困難者のための流動食、経管栄養のための濃厚流動食、無

菌食及び特別な場合の検査食（単なる流動食及び軟食を除

く。））（平成１２年２月１０日厚生省告示第２３号「厚生労働
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大臣が定める者等」） 

２利用者の心身の状況や生活状況等を勘案したうえで、熱量、蛋

白質量及び脂質量等の食事内容について配慮を行う調理であ

ること 

３計画的な医学管理を行っている医師の具体的な指示に基づき、

管理栄養士が利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態に配慮し

た栄養ケア計画に沿った調理であること 

共同実践 知的障害・精神障害者の有する能力に応じ、社会復帰、自立、社

会経済活動の参加ができるよう、日常生活能力を向上させる視点

に立ち、ヘルパーが、家事の代行ではなく、対象者とともに行う

もの 

支給決定に当たっては、知的障害・精神障害者（児童を除く）で

あることに加え、下記ア・イのいずれかにより、必要性が認めら

れる場合に支給決定できる。 

ア）精神科等主治医の意見 

イ）協議会等の支援会議の合意 

(イ) 家事援助 

居宅において、日常生活上必要な家事等生活の援助をいう。ただし、援助内容は

利用者本人に対するものであって、同居家族等の家事は含まれない。また、対象者

不在の居宅を訪問して行うサービスの形態はない。 

① 利用対象者について 

居宅介護（家事援助）は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当障害福祉サービスに要す

る費用の額の算定に関する基準」（平成１８年厚生労働省告示第５２３号）におい

て、単身の利用者又は家族等と同居している利用者であって、当該家族等の障害、

疾病、就労等の理由により、当該利用者又は当該家族等が家事を行うことが困難で

ある者が利用できることとされている。 

I. 相談支援事業所から支給決定に係る計画案が提出された際に、同居人の有無

等の状況を確認する。勘案事項整理する。 

II. 障害支援区分の低い利用者（障害支援区分１又は２）の居宅介護（家事援助）

における生活等に関する相談を目的とした長時間（１回あたり概ね１時間以

上）利用の場合にあっては、原則として支給決定を行わない、１時間を超え

る場合は、乖離基準として審査会に図ること 

III. サービスの具体的な理由や必要性等について、利用者等から丁寧に確認し判

断すること。 

IV. 定期的に居宅介護事業所や相談支援事業所から利用状況について確認を行う。 

V. 家事援助によらず、相談支援事業等他の社会資源で対応できるか否かを検討
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すること。 

厚生労働省通知（障障発０３１０第１号平成２８年３月１０日）参照 

 

 調理の援助 献立、食材の準備、配膳、調理及び調理の後片付けの一連の介助 

掃除・整理整頓

の援助 

生活上必要な居室内の清掃、整理整頓に関する一連の介助、ゴミ

出しの介助、衣替え、衣服補修の介助（大掃除は除く） 

洗濯の援助 生活上必要な洗濯（洗濯機での洗濯、乾燥、取り入れ等）に関す

る一連の介助、アイロンかけの介助 

買物の援助 買物内容の確認、商品の選定及び代金の支払いの介助（薬の受け

取りを含む） 

コミュニケーシ

ョンの援助 

郵便物、回覧板等生活上必要な書類の代読、申請書等の必要な書

類の代筆、手話、要約筆記等の介助 

育児支援 障害のある親が本来家庭内で行うべき育児に係る介助 

・沐浴、授乳、乳児の健康把握の補助、保育所・学校等からの連

絡帳の手話代読、保育所や学校等への連絡援助 

・利用者（親）のサービスと一体的に行う子ども分の掃除、洗濯、 

調理、子どもの通院付き添い、保育所（幼稚園）への通園送迎 

＊支給に当たっては、以下の①～③全てに該当する場合に、利用

者、子ども、家族等の状況を勘案し決定することとする。 

①利用者（親）が障害によって家事や付き添いが困難な場合 

②利用者（親）の子どもが一人では対応できない場合 

③他の家族等による支援が受けられない場合 

 

障害児に係る支給決定の方法（取扱事務要領 ５２ページ） 

障害児の居宅介護等の取り扱いについては、一義的に保護者が支援を行うもので

あり、支援が必要と想定される次の項目を勘案するものとする。なお、保護者不在

の通院等介助（身体有）は原則として利用できない。 

① 著しい行動障害があり、保護者等の介助者のみでは支援ができない等の場合 

② 身体状況が保護者等の介助者のみでは支援ができない等の場合。 

③ その他心身の状況を勘案して必要と認められる場合 
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(ウ) 通院等介助 

病院等への通院 医療機関に通院、入退院する場合の送迎の介助 

（医療保険の対象となるリハビリ・デイケア及び療養介護、

障害児（医療型）施設への入退所を含む。） 

官公署等での手続き 公的手続、相談のため、官公署（国、都道府県、市町村の機

関や外国公館（外国の大使館、公使館、領事館その他準ずる

施設））、指定相談支援事業所を訪れる場合の送迎の介助（選

挙の投票を含む。） 

障害福祉サービス事

業所の見学 

相談の結果、見学のため、紹介された指定障害福祉サービス

事業所を訪れる場合の送迎の介助 

・院内の介助については、第一に病院等スタッフの対応を求めるが、①総合病院等、

院内の移動距離が長い場合や②複数の診療科での診察又は③重度の障害により、病院

のスタッフのみでは院内の介助に充分に対応できない場合等に、報酬算定の対象とで

きることとされている（単なる待ち時間は算定不可）。 

① 通院等乗降介助、通院等介助、身体介護の併給関係について 

【支援内容の共通事項】 通院等のための、車両の乗車又は降車の介助 

乗車前又は降車後の屋内外における移動等の介助 

医療機関の受診等の手続きや移動等の介助 

 

 

 

 

 

通院等乗降介助 

 

通院等介助 

（身体な

し） 

支援内容の共通事項に加えて、 

通院等の道中における介助 

乗車前又は降車後の屋内外における移動等の介助（２０分未満） 

 

区分２以上で認定調査項目の①歩行②移乗③排便④排尿⑤移動の

項目において、いずれか１つ以上が要支援状態であるもの。 

通院等の介助又は後において、外出に関係しない介助を 

２０分以上行う場合 

 

通院等介助 

（身体あり） 

共通事項と通院等介助（身体なし）の支援内容に加えて 

通院等の介助に関係しない前後の介助（２０分以上） 

区分 1以上で 

共通事項の支援時間が 

概ね２０分以内 

区分 1以上で 

共通事項の支援時間が 

概ね２０分を超える 
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（２）居宅介護サービスの対象とならないもの 

原則対象とならないものは以下のとおり。 

① 直接的な援助に該当しないもの 

(ア) 対象者以外（家族等）のものに関する洗濯、調理、買物等 

(イ) 主に対象者以外（家族等）が使用する居室、共用部分の掃除 

(ウ) 来客の応接（お茶、食事の手配等） 

(エ) 自家用車の洗車、掃除 

② 日常生活の営みに支障がないもの 

(ア) 草むしり 

(イ) 花木の水やり 

(ウ) ペットの世話、散歩等 

※ ただし、盲導犬や介助犬（セラピードッグを除く。）の世話、散歩につい

ては、家事援助で行うことができる。 

③ 日常的な家事の範囲を超えるもの 

(ア) 家具、電気器具等の移動、修繕、模様替え 

(イ) 大掃除、窓のガラス磨き、床のワックスがけ 

(ウ) 室内外家屋の修理、ペンキ塗り 

(エ) 植木の剪定（せんてい）等の園芸 

(オ) 正月や節句等のための特別な手間をかけて行う調理 

④ その他 

(ア) 支給決定者（障害児の場合は保護者）が不在の居宅の援助 

(イ) 重度訪問介護、重度障害者等包括支援以外における比較的長時間の見守りの

支援、主に見守りのみの支援 

(ウ) 経済活動に関する援助（通勤のための更衣介助等、送り出しの援助は可） 

（５）居宅介護サービスの留意事項（再掲） 

① １回のサービス時間の目安は、身体介護３時間、家事援助１．５時間となる。そ

れを超える場合は、基本的に重度訪問介護の支給決定を行う。 

② 同一の事業者は、同一の対象者に、同日重度訪問介護と居宅介護の両方のサービ

ス提供を行うことができない。 

③ 障害児に係るサービスについては、保護者が受給者となるため、原則として、保

護者が行う介護等の範囲において、支給決定を行う。 
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２．重度訪問介護について 

（１）具体的なサービス内容 

① 居宅介護と同等の内容 

② 移動の介護 

③ ①及び②と一体的に行われる見守りの支援 

○比較的長時間の見守りの支援や、主に見守りのみの支援の必要性 

特に以下の（ア）又は（イ）に該当するかについて検討し、支給量を積算する。 

(ア) 生命維持の見守りであること 

1. 昼夜逆転の生活等の場合で、かつ、行動障害（大声や他害行為等）があ

る場合について必要な見守りであること（重度知的・精神障害者を想定） 

2. 頻繁なてんかん発作等、生命に直接影響する疾患を有しており、かつ、

１人で救急時の連絡ができない場合の見守りであること 

3. 人工呼吸器の看視であること（重度肢体不自由者を想定） 

(イ) 対象者の身体状況等において、特に必要があると認められる見守りである

こと 

 

（２）支給決定における留意事項 

① 下記のア～ウのいずれかに該当し、かつ、対象者や保護者（障害児の場合等）

の同意がある場合は、２人のヘルパーから支援を受けることができる。 

(ア) 対象者の身体的な理由により、１人のヘルパーによる介護が困難であると

認める場合 

(イ) 暴力行為、著しい迷惑行為、又は、器物破損行為等があると認める場合 

(ウ) 対象者の状況等から判断して、上記のア又はイに準ずると認める場合 

② 知的障害者及び精神障害者（麻痺等の要件に該当せず、行動関連項目の１１

項目＋てんかんの項目において１０点以上に該当するもの）の利用に当たっ

ては、事前に行動援護事業者等によるアセスメントが必要になる。 

③ 重度訪問介護の対象者であっても、短時間、集中的な支援（概ね身体介護３時

間以内、家事援助１．５時間以内）が行われる時間帯は、居宅介護を支給する

ことができる。ただし、同一事業者は、同一対象者に重度訪問介護と居宅介護

の両方のサービス提供を行うことができない。 

④ １日（０時～２４時）の所要時間を通算する。 
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３．同行援護・行動援護について 

（１）支給決定における留意事項 

① 下記のア～ウのいずれかに該当し、かつ、対象者や保護者（障害児の場合等）

の同意がある場合は、２人のヘルパーから支援を受けることができる。 

(ア) 対象者の身体的な理由により、１人のヘルパーによる介護が困難であると

認める場合 

(イ) 暴力行為、著しい迷惑行為、又は、器物破損行為等があると認める場合 

(ウ) 対象者の状況等から判断して、上記のア又はイに準ずると認める場合 

② 通年かつ長期にわたる外出（通学、通所等）や経済活動の外出（通勤、営業等）

に利用することはできない。 

③ 同行援護と移動支援においては、同行援護が優先される。ただし，同行援護で

対応できないサービスについては、移動支援を利用する。 

④ 行動援護と移動支援においては、行動援護が優先される。ただし、行動援護で

対応できないサービスについては、移動支援を利用する。 

４．共同生活援助における「個人単位のホームヘルプ」の取扱い 

（令和３年３月３１日までの経過措置） 

類型 包括型（旧ケアホーム） 

外部 

サービス 

利用型 

訪問系サービス 

の対象者要件 

障害支援区分が４以上、

かつ、行動援護及び重度

訪問介護の対象者 

障害支援区分が４以上、かつ、

次の①及び②の要件をいずれ

も満たす者 

①ＧＨの個別支援計画にホー

ムヘルプサービスの利用が

位置づけられていること。 

②ＧＨでのホームヘルプサー

ビスの利用について市町村

が必要と認めていること。 

－ 

居宅介護 ○利用可（家事・身体

可） 
△利用可（身体介護に限る） × 

重度訪問介護 ○ 利用可 × × 

移動支援 

重度訪問介護 

（移動中介護） 

行動援護 

同行援護 

利用可（ただし、共同生活援助を利用していない間のみ） 

※利用していないとは、グループホーム内に対象者の身体がないこと

を言う。 

※ただし、居宅介護及び重度訪問介護を利用する場合は、共同生活援助の報酬単価は減算になる。 
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第１４章 障害福祉サービス等の更新等 

１．サービスの更新について 

支給決定の有効期間が終了する場合、利用者が障害福祉サービス・障害児通所支援・

地域相談支援の利用を引き続き希望するときは、支給申請に基づき、勘案事項を踏ま

えた結果、サービスの利用継続の必要性が認められれば、改めて支給決定を行う。（取

扱事務要領９７ページから１０１ページ） 

 

更新の流れ（例 ７月３１日でサービス・区分・負担の有効期間が切れる場合） 

① サービス更新のみの場合、利用者負担更新のみの場合 

更新２か月前 更新１か月前 サービス更新月 サービス利用開始 

  
更新の案内 
２週間以上の案
内期間を設ける 

更新申請締切日 
を初旬に設定 

８月１日～ 
 

  月末審査会 

５月 ６月 ７月 ８月 

※非定型の支給決定の場合は、審査会にかける必要がある。 

 

② サービス更新と区分更新の場合 

更新２か月前 更新１か月前 サービス更新月 サービス利用開始 

更新の案内 
２週間以上の案
内期間を設ける 

更新申請の締切日を 
２か月前の下旬、あるいは、 
更新１か月前の初旬に設定 

区分調査 
医師意見書 
遅くとも１５日まで 

８月１日～ 
 

 区分調査、医師意見書の依頼 月末審査会 

５月 ６月 ７月 ８月 

※医師意見書は、利用者が、通院する場合を考慮して１か月以上の余裕を見ること。 

 

２．サービス支給決定の更新の基本事項 

① 有効期間は、原則として、複数のサービスの更新月を統一する。 

② 有効期間の終月は、原則として利用者の誕生月の月末に設定する。 

③ 標準利用期間が定められているサービスは、更新月の統一は行わない。 

④ 児童発達支援を利用する場合は、児童が６歳に到達した時、就学することを踏

まえ、有効期間の終月を３月末とする。 

⑤ 就学後、放課後等デイサービスを利用するなど他のサービスを利用する場合は、

②同様、有効期間の終月を誕生月の月末にに合わせる。 

 

３．１８歳に到達したときの更新 

１８歳になったときは、障害福祉サービスと障害児通所支援の支給決定（利用者負

担）に次のような違いがある。 

① 障害児が障害福祉サービスを利用する、している場合 

I. 障害者の扱いとなり、サービスの内容によっては障害支援区分の認定を受
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ける等の手続きが必要となる。 

II. また、本人が受給者となりますので、利用者負担上限月額は本人及び配偶

者のみ(施設入所支援、療養介護を除く)の所得で判定する。 

② 障害児が１８歳に到達しても障害児通所支援サービスを利用する場合 

I. 障害児通所支援は、１８歳に到達しても、高等学校を卒業するまで（２０歳

まで）は、障害児通所支援の決定が可能となっている。 

II. この場合は、障害児の扱いとなるので、利用者負担上限額も世帯全員の所

得で判定し、受給者は保護者となる。 

III. ただし、平成２４年３月末までに「児童デイサービス」を受給していた場合

については、以前の取り扱いと同様に、障害者の扱いとなり、利用者負担上

限月額は本人及び配偶者のみ(施設入所支援、療養介護を除く)の所得で判定

する。 

 

４．１８歳到達処理 

① １８歳の到達日は、民法上、誕生日の前日となっているため、障害児の廃止処理

は、本来、誕生日の前日が障害児の廃止処理適用日となるが、利用者負担額の変

更を伴うため、障害児の廃止処理は、１８歳到達の適用日の前日とする。 

② １８歳到達の適用日 

１８歳の到達処理は、利用者負担額の変更となるため、利用者負担額の取り扱い

と同様に、原則翌月の初日を適用日とする。また、誕生日が月の初日であった場合

は、当月の初日を適用日とする。 

（５月１日誕生日の人は、４月３０日が到達日＝障害児廃止処理適用日） 

③ １８歳到達処理の基準 

利用形態 

平成２４年３月ま

でに児童デイサー

ビス利用の有無 

１８歳到達

処理の 

必要の有無 

備 考 

障害児通所支援のみ 
有 必要  

※の場合で、障害福

祉サービスがＨ24.4

以降の決定の場合

は、到達処理の必要

はない。 

無 なし 

障害児通所支援と

障害福祉サービス

両方利用している 

障害児通所支援 
有 必要 ※ 

無 なし 

障害福祉サービス － 必要 

障害福祉サービスのみ － 必要 

相談支援の児から者への切り替えは、到達処理に合わせる。 

※ 到達処理とは、障害児から障害者への変更であり、受給者番号が変わる。 

５．１８歳到達の障害者支援区分適用日 

１８歳到達時に、障害者支援区分が必要な場合は、１８歳の適用日に合わせて、
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誕生月の翌月初日を障害者支援区分適用日とする。また、誕生日が月の初日であっ

た場合は、当月の初日が支援区分適用日となるので、注意が必要である。 

第１５章 期間や日付の整理 

支給決定や障害支援区分有効期間、申請日、適用日など以下のとおり整理を行う

ものである。 

機械的に見るのではなく、何を根拠にしているのかという考え方を知って、日付

を決めてください。 

 

１．日付の整理 

① 新規申請の場合（更新の場合も準用する。） 

 介護給付 訓練等給付 

給付申請日 申請した日 申請した日 

相談支援依頼日 申請書を受理した日 申請書を受理した日 

認定調査依頼日 申請日以降の日 申請日以降の日 

認定調査提出締切日 月末15日前 月末15日前 

医師意見書依頼日 申請日以降の日  

医師意見書提出締切日 月末15日前（医師による）  

支援区分一次判定日 

認定調査、 

医師意見書が整い、 

PC入力等が完了した日 

 

審査会開催日（二次判定） 月末  

計画案提出日 

２次判定決定後 

２次判定が反映した 

計画案作成完了日 

計画案作成完了日 

支給決定案作成日 

（勘案事項整理） 
計画案が提出された日以降 計画案が提出された日以降 

支援区分認定日 

審査会開催日の翌月の初日 

ただし、みなし区分認定が

行われた場合は、サービス

を利用する月の初日 

 

支給決定日（適用日） 

支援区分認定日 

 

訓練等給付と併用する場合

は、終月を合わせる。（標準

利用期間除く） 

サービス利用開始日 

※申請日以降であって、支

給決定が決裁された日 

サービス利用開始日が申請

日の翌月の場合は、翌月の

初日 
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 介護給付 訓練等給付 

介護給付と併用する場合

は、終月を合わせる。（標準

利用期間除く） 

事業所契約日 支給決定日以降 支給決定日以降 

有効期間（終了月） 

支援区分認定期間の終月を

原則とする。 

ただし、以下の例外がある。 

原則、サービスごとの有効

期間内で以下のとおりとす

る。 

 
原則として利用者の誕生月

の月末に設定する。 

原則として、複数のサービスの終月を統一する。ただし、

標準利用期間が定められているサービスは、更新月の統

一は行わない。 

 施設入所支援、共同生活援助、生活介護と訓練等給付

（自立訓練、就労移行支援又は就労継続支援）を併用す

る利用者にあっては、訓練等給付の終了日に合わせる。

（自立訓練、就労移行支援との併給については、３年支

給決定せず、訓練等給付の終了日に合わせる。この場合

の利用者負担の更新は、訓練等給付の更新月に行うもの

とする。） 

介護等給付と併給している場合、または、訓練等給付の

みの利用者が介護給付を利用するにあたり障害支援区分

が認定された場合は、支援区分認定期間の終了月に合わ

せる。 

高等学校等卒業後のサービス利用にあたっては、申請日

が３月に集中することが想定されることから、有効期間

の終月を誕生月に合わせるものとする。 

（標準利用期間の設定されたサービス、介護給付利用者、

支援区分のある利用者を除く。） 

６５歳以上の介護給付等の支給決定期間は、１年以内と

する。 

児童発達支援を利用する場合は、児童が６歳に到達した

時、就学することを踏まえ、有効期間の終月を３月末と

する。 

就学後、放課後等デイサービスを利用するなど他のサー

ビスを利用する場合は、有効期間の終月を誕生月の月末

にに合わせる。（１８歳到達処理のため） 
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② 変更申請（支給量変更）の場合（支給量の変更を伴う更新含む） 

 介護等給付 訓練等給付 

給付申請日 申請した日 申請した日 

相談支援依頼日   

認定調査依頼日   

認定調査提出締切日   

医師意見書依頼日   

医師意見書提出締切日   

支援区分一次判定日   

モニタリング提出日 モニタリング完了日 モニタリング完了日 

支給決定案作成日 

（勘案事項整理） 

原則、月末15日前 

※基準を超えた支給量の場

合のため 

原則、月末15日前 

※基準を超えた支給量の場

合のため 

審査会開催日 月末 

※乖離支給量の場合審査会

に諮ること。 

審査会にかかる資料の提出

を求めること。 

月末 

※乖離支給量の場合審査会

に諮ること。 

審査会にかかる資料の提出

を求めること。 

支援区分認定日   

支給決定日（適用日） 翌月の初日 

または、変更決定にかかる

障害者等の心身の状況や介

護を行う者の状況等から緊

急に支給量を変更する必要

がある場合は、変更の申請

があった当該月の初日 

翌月の初日 

または、変更決定にかかる

障害者等の心身の状況や介

護を行う者の状況等から緊

急に支給量を変更する必要

がある場合は、変更の申請

があった当該月の初日 

事業所契約日 支給決定日以降 支給決定日以降 

有効期間（終了月） 変更後の支給量が適用される期間（有効期間）は、変更

前の支給量に係る支給決定の有効期間の末日までとする

（支給決定の有効期間は変更されない。）。 

 

③ 利用者負担更新のみの場合 

 介護等給付 訓練等給付 

給付申請日 申請した日 申請した日 

支給決定日（適用日） 翌月の初日（更新月初日） 翌月の初日（更新月初日） 

有効期間（終了月） ①新規の取り扱い参照 ①新規の取り扱い参照 
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出展：厚生労働省ホームページ(https://www.mhlw.go.jp/content/000523362) 



 

 

 

  

出展：厚生労働省ホームページ(https://www.mhlw.go.jp/content/000523362) 



 

 

  

出展：厚生労働省ホームページ(https://www.mhlw.go.jp/content/000523362) 



 

 

  

出展：厚生労働省ホームページ(https://www.mhlw.go.jp/content/000523362) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記の疾病名には別称や略称などがあり、診断書や特定疾患医療受給者証等に記載されている

疾病名とは異なる場合があります。詳しくは主治医・医療機関にお問い合わせください。 

出展：厚生労働省ホームページ(https://www.mhlw.go.jp/content/000523362) 



 

 

要綱 

   鶴岡市介護給付費等の支給決定基準に関する要綱 

鶴岡市告示第４４号 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第１９条第１項に規定する介護

給付費等及び児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２１条の５の５第１項に

規定する障害児通所給付費等（以下これらを「介護給付費等」という。）の支給決定

をするに当たり、支給決定における公平性及び透明性を確保するため、法に規定す

るもののほか、介護給付費等の支給決定基準（以下「支給決定基準」という。）を定

めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この告示における用語は、別に定めるもののほか、法及び障害者の日常生活

及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成１８年厚生労働省令第

１９号）において使用する用語の例による。 

 

 （支給決定基準） 

第３条 居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援に

係る１人当たりの１月の支給決定の基準となる額は、次の各号に掲げる障害者及び

障害児（以下「障害者等」という。）の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１）次号に掲げる者以外の者 厚生労働大臣が定める障害福祉サービス費等負担対

象額に関する基準等（平成１８年厚生労働省告示第５３０号）の例により算定した

額（以下「国庫負担基準額」という。） 

（２）単身世帯又はこれに準ずる世帯に属する者であって、障害及び日常生活等の状

況（以下「障害等の状況」という。）から判断して一定の加算が必要であると福祉事

務所長が認める者 国庫負担基準額の１００分の１５０ 

 

２ 生活介護、自立訓練（機能訓練）、自立訓練（生活訓練）、就労移行支援、就労継

続支援Ａ型及び就労継続支援Ｂ型（以下「日中活動系サービス」という。）に係る１

人当たりの１月の支給決定の基準となる合計の日数は、当該月の日数から８日を控

除した日数とする。 

 

３ 短期入所に係る１人当たりの１月の支給決定の基準となる日数は、次の各号に掲

げる障害者等の区分に応じ、当該各号に定める日数とする。 

（１）次号及び第３号に掲げる者以外の者 ７日 

（２）障害等の状況から判断して必要があると福祉事務所長が認める者（次号に掲げ

る者を除く。） １４日 



 

 

（３）施設入所が可能となるまでの間における障害者等の家族等介護者の事情、障害

者等の家族の急な疾病その他のやむを得ない事情により１４日を超える短期入所

の必要があると福祉事務所長が認める者 ３１日 

 

４ 障害児通所支援に係る１人当たりの１月の支給決定の基準となる日数は、次の各

号に掲げる障害者等の区分に応じ、当該各号に定める日数とする。 

（１）次号に掲げる者以外の者 ２３日以内 

（２）障害等の状況から判断して必要があると福祉事務所長が認める者 ２７日以内 

 

（支給決定等） 

第４条 福祉事務所長は、障害児通所支援を除く障害福祉サービスにあっては、障害

者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則第１２条に規

定する事項、障害福祉サービスの利用意向及びサービス等利用計画案等を、障害児

通所支援にあっては、児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第１８

条の１０に規定する事項、障害児通所支援の利用意向及び障害児支援利用計画案等

を勘案し、支給の要否の決定を行うものとする。 

 

２ 福祉事務所長は、支給量が第３条第１項に規定する額又は同条第２項から第４項

までに規定する日数の範囲内の場合は、当該支給量で支給を決定するものとする。 

 

 （支給決定基準と乖離する支給決定） 

第５条 福祉事務所長は、障害者等及び介護者の特別な事情により、支給決定基準か

ら乖離する支給量の決定を行う必要がある場合は、鶴岡市障害支援区分認定審査会

（以下「審査会」という。）の意見を聴取し、適切な支給量を決定するものとする。 

 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急その他やむを得ない理由により支給決定基準から

乖離する支給量の決定を行う必要がある場合には、審査会の意見を聴取せずに支給

量を決定することができるものとする。この場合においては、これを次の審査会に

報告し、意見聴取の上、必要に応じ支給量を変更しなければならない。 

 

 （その他） 

第６条 この告示に定めるもののほか必要な事項は、福祉事務所長が別に定める。 

 

   附 則 

 この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

 この告示は、平成２９年４月１日から施行する。 


